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１ 法人の概要 

（令和３年５月１日現在） 

（１）名 称 

公立大学法人岡山県立大学 

（２）所在地  

      岡山県総社市窪木１１１番地 

（３）法人設立の年月日  

      平成１９年４月１日 

（４）設立団体 

      岡山県 

（５）中期目標の期間 

      平成３１年４月１日から令和７年３月３１日 

（６）目的及び業務 

ア 目 的 

公立大学法人岡山県立大学は、人間を取り囲むさまざまな環境の中で調和のとれた発展を期し、地域の課題や社会の要請に的確に応えるため、「人間・社会・自然の関係性を重

視する実学を創造し、地域に貢献する」ことを基本理念とする。 

この理念に基づいて、学術の進展と教育の振興を図り、福祉の増進、文化の向上、地域産業の発展等に寄与する研究活動に取り組むとともに、知性と感性を育み、豊かな教養と

深い専門性を備えて新しい時代を切り拓く知識と高度な技術を身につけた実践力のある人材を育成する。 

イ 業 務 

(ｱ) 岡山県立大学を設置し、これを運営すること。 

(ｲ) すべての学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談など学生生活に関する相談その他の援助を行うこと。 

(ｳ) 民間企業や試験研究機関等との間の共同研究や受託研究、技術指導等を実施するなど、法人以外の者と連携して教育研究活動の推進に取り組むこと。 

(ｴ) 地域社会に貢献するため、公開講座を開設する等、地域住民に幅広く学習機会を提供するとともに、大学における研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

(ｵ) 前各号に掲げる業務を効果的かつ効率的に実施するため、附帯して必要となる関連業務を行うこと。 

（７）資本金の額      １２０億 ９,１６３万 ２,９４３円 

（８）代表者の役職氏名  

       理事長 沖 陽子 

（９）役員及び教職員の数 

ア 役員  

理事長          １人 

副理事長        １人 

理事            ３人 

監事       ２人 

役員計     ７人 

イ  教職員 

学長      １人 

教員    １５４人（特任教員を含む専任教員数。） 

職員     ５９人 

教職員計 ２１４人 
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（10）組織図 

        

【法人組織】      

        
 役員会   

 理事長 沖  陽子  岡山県立大学学長   

 副理事長 善勝 剛志  岡山県立大学事務局長   

 理事 松田 正己 （株）山陽新聞社代表取締役社長   

 理事 高橋 吉孝  岡山県立大学副学長（教育担当）   

 理事 末岡 浩治  岡山県立大学副学長（社会連携担当）   

 監事 井上 信二  公認会計士   

 監事 大土  弘  弁護士   

        

 経営審議会     

 議長 沖  陽子 公立大学法人岡山県立大学理事長   

 委員 善勝 剛志 公立大学法人岡山県立大学副理事長 

兼信 定夫 

   

 委員 末岡 浩治 公立大学法人岡山県立大学理事（社会連携担当）   

 委員 晝田 眞三 ヒルタ工業（株）代表取締役会長   

 委員 中島 義雄 （株）システムズナカシマ代表取締役社長   

 委員 梶谷 俊介 岡山トヨタ自動車(株)代表取締役社長 

 

  

 委員     則武 直美   岡山聖園子供の家施設長   

        

 教育研究審議会     

 議長 沖  陽子  公立大学法人岡山県立大学理事長   

 委員 善勝 剛志  公立大学法人岡山県立大学副理事長   

 委員 高橋 吉孝  公立大学法人岡山県立大学理事（教育・学術研究担当）   

 委員 末岡 浩治  公立大学法人岡山県立大学理事（社会連携・国際担当）   

 委員 伊東 秀之  岡山県立大学副学長（入試・広報担当）   

 委員 近藤 理恵  岡山県立大学保健福祉学部長   

 委員 尾崎 公一  岡山県立大学情報工学部長   

 委員 嘉数 彰彦  岡山県立大学デザイン学部長   

 委員 田中 晃一  岡山県立大学共通教育部長   

 委員 山下 広美  岡山県立大学附属図書館長   

 委員 難波 久美子  岡山県立大学デザイン学部教授   

 委員 大﨑 紘一  岡山商科大学特別顧問   

 委員 平野 博之  岡山理科大学副学長   

        
 

 

 

      

 
   

 
 

      

(大学院) 
   

看護学専攻（博士前期課程） 
 

          
            

【大学組織】 

  
保健福祉学研究科 

   
栄養学専攻（博士前期課程） 

 

      
            
      

 
   

保健福祉学専攻（博士前期課程） 
 

          
            
      

 
   

保健福祉科学専攻（博士後期課程） 
 

          
            
      

情報系工学研究科 
   

システム工学専攻（博士前期課程） 
 

          
            
      

 
   

システム工学専攻（博士後期課程） 
 

          
            
      

デザイン学研究科 
   

デザイン工学専攻（修士課程） 
 

          
            
      

 
   

造形デザイン学専攻（修士課程） 
 

          
            
      

(大 学) 
   

看護学科 
 

          
            
      

保健福祉学部 
   

栄養学科 
 

          
            
      

 
   

現代福祉学科 
 

          
            

       
   

子ども学科  
   

            
      

 
   

情報通信工学科 
 

          
            

 学 長 
 
副学長 

   
情報工学部 

   
情報システム工学科 

 

        
 

 
          

     
 

   
人間情報工学科 

 

          
            
      

 
   

ビジュアルデザイン学科 
 

      
 

    
            
      

デザイン学部 
   

工芸工業デザイン学科 
 

          
      

 
   

 
 

      
 

   
建築学科 

 

      
 

    
            
      

共通教育部 
   

 
 

          
            
          

地域創造戦略センター  吉備の杜推進室 
 

          
 

 
            
          

教育開発センター 
 

           
            
          

アドミッション・高大連携センター 
 

           
            
          

キャリア・学生生活支援センター 
 

           
            
          

グローバルラーニングセンター 
 

           
            
          

学術研究推進センター 
 

           
            
          

総合情報推進センター 
 

           
            
          

広報メディア開発センター 
 

           
               
      

附属図書館 
      

図書班 
 

             
               
      

 
   

地域連携・研究推進課 
  

企画広報班 
 

            
               

           
  

連携推進班  
  

               
      

 
   

 
  

総務班 
 

            
               
      

事務局 
   

総務課 
  

学部事務班 
 

            
               
      

 
   

 
  

経理班 
 

            
      

 
   

 
  

 
 

           
  

教務班  
  

               
      

 
   

教学課 
  

入試班 
 

            
               
      

 
   

 
  

学生支援班 
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（11）法人が設置運営する大学の概要 

大学の名称 岡山県立大学 

大学本部の位置 岡山県総社市窪木１１１番地 

学長の氏名 沖 陽子（公立大学法人岡山県立大学理事長） 

学部等の名称 
 

修業 
年限 

入学 
定員 

収容 
定員 

開設年度 備 考 

 
保健福祉学部 
  看護学科 
  栄養学科 
  現代福祉学科 
 子ども学科 

年 
 
４ 
４ 
４ 
４ 

人 
 

４０ 
４０ 
３５ 
２５ 

人 
 

１６０ 
１６０ 
１４０ 
１００ 

 
 
平成５年４月 
平成５年４月 
令和３年４月 
令和３年４月 

 
 
 
 
学科再編 
   〃 

情報工学部 
  情報通信工学科 
  情報システム工学科 
  人間情報工学科 

 
４ 
４ 
４ 

 
５０ 
５０ 
４０ 

 
２００ 
２００ 
１６０ 

 
平成５年４月 
平成５年４月 
平成27年４月 

 
 
 
名称変更 

デザイン学部 
  ビジュアルデザイン学科 
  工芸工業デザイン学科 
 建築学科 

 
４ 
４ 
４ 

 
３０ 
３０ 
３０ 

 
１２０ 
１２０ 
１２０ 

 
令和３年４月 
令和３年４月 
令和３年４月 

 
学科再編 
   〃 
  〃 

保健福祉学研究科 
（博士前期課程） 
 看護学専攻 
  栄養学専攻 
  保健福祉学専攻 
（博士後期課程） 
 保健福祉科学専攻 

 
 
２ 
２ 
２ 
 
３ 

 
 

 ７ 
 ６ 
 ７ 
 

 ５ 

 
 

 １４ 
 １２ 
 １４ 

 
 １５ 

 
 
平成９年４月 
平成９年４月 
平成９年４月 
 
平成15年４月 

 
 
 
 
 
 
定員変更 

情報系工学研究科 
（博士前期課程） 
 システム工学専攻 
（博士後期課程） 
  システム工学専攻 

 
 
２ 
 
３ 

 
 

５２ 
 

 ６ 

 
 

 １０４ 
 

 １８ 

 
 
平成25年４月 
 
平成11年４月 

 
 
専攻再編 
 

デザイン学研究科 
（修士課程） 
 デザイン工学専攻 
 造形デザイン学専攻 

 
 
２ 
２ 

 
 

 ７ 
 ９ 

 
 

 １４ 
 １８ 

 
 
平成22年４月 
平成22年４月 

 
 
専攻再編 
   〃 

附属施設等 
 

附属図書館 
共通教育部 

学生数  １，７９１人 

教員数    １５４人（特任教員を含む専任教員数。） 

職員数       ５９人 

 
 
 
 

【 大学の沿革 】 

平成 5年 4月 

 9年 4月 

10年 4月 

11年 4月 

12年 6月 

14年 4月 

 

15月 4月 

15年 6月 

17年 8月 

17年10月 

 

 

 

 

18年 4月 

 

19年 3月 

19年 4月 

 

20年 4月 

22年 4月 

 

 

23年 4月 

24年 4月 

25年 4月 

 

 

 

26年10月 

 

開学（保健福祉学部・情報工学部・デザイン学部、短期大学部） 

大学院 保健福祉学研究科（修士課程）、情報系工学研究科（修士課程）設置 

大学院 デザイン学研究科（修士課程）設置 

大学院情報系工学研究科（博士後期課程）開設 

共同研究機構設置 

保健福祉支援センター設置 

メディアコミュニケーション支援センター設置 

大学院保健福祉学研究科（博士後期課程）設置 

サテライトキャンパス設置（平成18年7月廃止） 

全学教育研究機構設置 

地域共同研究機構設置（令和2年3月廃止） 

共同研究機構を産学官連携推進センターに名称変更（令和2年3月廃止） 

保健福祉支援センターを保健福祉推進センターに名称変更（平成29年3月廃止） 

メディアコミュニケーション支援センターをメディアコミュニケーション推進

センターに名称変更 （平成24年3月廃止） 

情報工学部 スポーツシステム工学科設置 

デザイン学部 学科再編（デザイン工学科・造形デザイン学科設置） 

短期大学部閉学 

公立大学法人岡山県立大学設立 

保健福祉学部 保健福祉学科改組 

健康・スポーツ推進センター設置（平成27年3月廃止） 

大学院 情報系工学研究科人間情報システム工学専攻（博士前期課程）設置 

大学院 デザイン学研究科（修士課程）再編（デザイン工学専攻、造形デザイ

ン学専攻設置） 

認定看護師教育センター設置（平成28年3月廃止） 

福祉・健康まちづくり推進センター設置（平成27年3月廃止） 

保健福祉学部 保健福祉学科再編（社会福祉学専攻、子ども学専攻設置） 

大学院 保健福祉学研究科（博士前期課程）看護学専攻再編（保健師国家試験

受験資格取得） 

大学院 情報系工学研究科（博士前期課程）再編（システム工学専攻設置） 

大学教育開発センター設置 

国際交流センター設置 
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２ 令和3年度に係る業務の実績に関する自己評価結果 

（１）大項目ごとの評定 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する事項 

評 定 中期計画の進捗は優れて順調 

大項目第2「大学の教育研究等の質の向上」では、評点4「十分に達成」が10項目
（30.3％）、評点3「概ね達成」が19項目（57.6％）、評点2「やや未達成」が4項目
（12.1％）であり、当該大項目に係る最小項目別評価の評点の平均値は3.2となるた
め、大項目別評価は⑤「中期計画の進捗は優れて順調」とした。 

第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する事項 

評 定 中期計画の進捗は順調 

大項目第3「業務運営の改善及び効率化等」では、評点4「十分に達成」が2項目
（10.5％）、評点3「概ね達成」が15項目（79％）、評点2「やや未達成」が2項目
（10.5％）であり、当該大項目に係る最小項目別評価の評点の平均値は3.0となるた
め、大項目別評価は④「中期計画の進捗は順調」とした。 

（２）総合的な評定 

評 定 中期計画の進捗は順調 

大項目別評価の結果を踏まえ、中期計画の進捗状況全体について総合的に判断
し、令和3年度の業務に対する自己評価は「中期計画の進捗は順調」とした。 
令和3年度は、令和2年度に模索したコロナ禍での活動の経験を生かし、より社会

情勢に対応しながら中期計画を遂行することができた。企業との共同研究等、一部
の事業では引き続きコロナ禍の大きな影響を受けているものの、副専攻「吉備の杜」
による地域連携の活性化や、県内就職率の向上等、多くの点で令和2年度を上回る進
捗となった。 

（３）対処すべき課題 

令和3年度業務実績に関する自己評価は第3期中期計画が実施されてから3年目
にあたる。初年度である令和元年度は、「やや未達成（評価 2）」の項目がかなり
散見された。従って、令和2年度においては、対処すべき項目に注力して改善を期
した。その結果、令和2年度はコロナ禍の影響が大きく、従前通りの業務実績の自
己評価は難しい状況ではあったが、総合的には令和元年度よりやや高い評価結果と
なった。令和3年度も引き続きコロナ禍で業務は制約されることが多かったが、対

 

27年 4月 

 

 

 

 

 

 

27年10月 

28年 4月 

 

28年12月 

31年 4月 

 

 

令和 2年 4月 

 

 

令和 3年 4月 

情報工学部 スポーツシステム工学科を人間情報工学科に名称変更 

全学教育研究機構を共通教育部に名称変更 

教育研究開発機構設置（平成31年3月廃止） 

総合情報機構設置（平成31年3月廃止） 

情報基盤活用推進センター設置 

広報メディア開発センター設置 

地域連携推進センター設置（令和2年3月廃止） 

学術研究推進センター設置 

副専攻「岡山創生学」設置 

COC+推進室設置 

学生支援室（SAS）開設 

キャリア・学生生活支援センター設置 

大学教育開発センターを教育開発センターに名称変更 

情報基盤活用推進センターを総合情報推進センターに名称変更 

地域創造戦略センター設置 

アドミッション・高大連携センター設置 

国際交流センターをグローバルラーニングセンターに名称変更 

保健福祉学部 学科再編（現代福祉学科・子ども学科設置） 

デザイン学部 学科再編（ビジュアルデザイン学科・工芸工業デザイン学科・建

築学科設置） 

副専攻「岡山創生学」を「岡山創生学課程」に名称変更 

副専攻「吉備の杜クリエイター課程」設置 

副専攻「吉備の杜プロデューサー課程」設置 

地域創造戦略センター吉備の杜推進室設置 
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処すべき課題に対して改善に努力したところ、令和3年度は総じて改善効果が認め
られた。しかしながら、令和元年度よりいまだ改善できていない項目もあり、以下
に令和4年度に向けて、改善された項目も含めて対応が望まれる対処すべき課題に
ついて記す。 

① 教育 
学士教育（地域連携教育）については、副専攻「吉備の杜」を充実させながら、

コロナ禍で制約があったにも拘わらず、地域創生推進士を 34 名認定した。さら
に、課題であった成果指標の県内就職率は、53.9％（地域創生推進士：71.4％）
と上昇して目標を達成した。しかしながら、今後もコロナ禍を始め就職活動を取
り巻く社会の動きが変化すると予測されるので、引き続き令和 4 年度目標値の
54％に向けて努力する。 
大学院教育の充実は今まで大きな課題として残されている。デザイン学研究科

の定員充足率並びに進路決定率は依然低調であり、さらに「情報系研究科」も低
下する傾向にあることは大きな問題である。令和3年度から大学院教育改革を含
めた「吉備の杜」創造戦略プロジェクトを走らせているが、魅力のある大学院教
育への改善を急務とし、学部生へ強く発信する。 
インターンシップの充実に関しては、コロナ禍の影響がある中で、「地域イン

ターンシップ」は33人、「エンジニアリング演習」は25人、合計58名の参加者
数となり、目標値を達成した。これは、受入企業との調整や教育内容の充実に努
めた結果である。今後、就職活動においてインターンシップの位置づけは大きく
なるので、さらなる充実に努める。 

② 学生の確保 
「アドミッション・高大連携センター」が中心となり、高校生に向けた入試情

報の発信を積極的に実施し、また学生広報委員を発足させ、各種イベント等を学
生目線で実施することにより、全学では志願倍率は大きな減少は生じなかった。
しかしながら、一般選抜において、入試システム上の重大なミスを、外部からの
指摘で判明するなど、入試ミスの防止体制が不十分であった。今後、このような
ミスが生じないよう猛省して、入念なチェック体制の構築を行う。 

③ 学生支援 
成果指標である「県内就職率」並びに「長期インターンシップ参加者数」の不

調から、過去2年間は評価が低調であったが、令和3年度は前掲の通り、コロナ
禍の影響を受けながらもキャリア形成支援を充実させて目標値を達成した。この
数値を維持するために、今後も継続的な努力を行う。 
コロナ禍におけるきめ細やかなメンタルサポート体制を、学生対応マニュアル

の作成等により進めた。しかし、実態は退学・休学者数は減少しておらず、修業
年限内卒業率も必ずしも良い数値ではない。詳細な実態解析を実施して体制づく
りの効果が発揮されるよう努力する。 

④ 研究 
昨年度は評価が高かった公募型研究助成事業の採択数並びに科学研究費補助

金採択率が、本年度は激減した。一般に、科学研究費補助金採択率は隔年ごとの

年次変動が大きい傾向にあるが、本学では令和元年度より減少傾向にある。また、
共同研究費の獲得は常に低調である。研究に対する姿勢を根本的に考え直すこと
が急務である。 

⑤ 地域貢献 
副専攻「吉備の杜」の充実並びに「コミュニティキャンパスおかやま」の活動

により、コロナ禍においても十分評価に値する実績となった。今までは成果指標
の県内就職率が低調であったが本年度は目標値に達した（１．教育 4 学士教育
（地域連携教育）再掲）。しかしながら、副専攻の目的意識や実施内容に関して
は、学外からの評価は高いが、学内における教員と学生の理解が十分であるとは
思われないので、今後の対策を検討する。 

⑥ グローバル化 
TOEIC 平均点の 1年次から 2年次の伸び幅は、昨年度と同様に大幅に上昇し、

昨年度は課題であったTOEIC上位得点者における伸び幅も本年度は大きく上昇し
て、英語力の伸長が認められた。 
コロナ禍の影響により、現地での海外研修は出来なかったが、オンラインによ

る環境が整備され、ウェビナー、海外インターンシップ、海外シンポジウム、英
会話等が実施できた。ポストコロナ期を見据えて、今後、質の向上に努める。ま
た、留学生の受入れや日本学生支援機構による留学支援制度の活用も積極的に進
める。 

⑦ 業務運営 
学内ネットワークの更新事業が完了できずに、情報発信・共有ルールの見直し

が出来なかったことは痛手であった。今後、早急な立て直しを実施する。 
「地域に開かれた大学づくりの推進」については、学生や地元企業との協働で

キャンパスソング及びクッキーが完成した。今後もさらなる取り組みに努める。 

⑧ 財務 
科研費獲得額は成果指標の目標を上回ったが、今後も努力を継続する。一方、

共同研究等の獲得は、コロナ禍の影響もあり件数、獲得額共に本年度も目標を達
成できなかった。早急に改善する工夫が必要である（4．研究 26 共同研究等の
推進 再掲）。 

⑨ 自己点検及び評価 
令和5年度の認証評価の受審に向けた内部質保証の体制を整備し、内部質保証

に向けてポストコロナ期を考慮しながら準備を進めている。特に、全学及び部局
における PDCA サイクルの強化と連携を考慮している。教員の個人評価制度につ
いても改善に努める。 
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３ 中期計画の各項目ごとの実施状況 

 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 教育に関する目標達成するためとるべき措置 

（１）教育内容の充実に関する目標を達成するためとるべき措置 

  ア 学士教育 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［１］ 
・保健福祉学部 

保健福祉学部では、地域社会や国際
社会における人々の健康維持と増進に
積極的に貢献できる看護、栄養、福祉、
教育に関する幅広い知識と技術を修得
し、専門分野に関する課題を科学的、
論理的思考や分析に基づいて主体的に
解決する能力を備えた人材を育成する
教育を充実させる。 
特に、子ども学の分野では、子ども

を取り巻く複雑化する環境を理解し、
福祉の視点を有する高度な就学前教育
と小学校教育への円滑な接続を推進で
きる人材育成を目指す。 

 

成果指標 

・国家試験の合格率(％) 

試験名 
現状(H25～

29年度平均) 
目標 

看護師  98.1 100 

助産師 100 100 

管理栄養士 95.5 96.0 

社会福祉士 79.6 80.0 
 

［１］ 
・保健福祉学部 

国家試験の合格率目標の実現に向け
た指導の充実と内容の改善を進める。
また、「吉備の杜」創造戦略プロジェク
トの授業科目の内容を充実させるとと
もに地域包括支援活動を進めるための
準備を行う。さらに、海外研修につい
て社会情勢に柔軟に対応した実施方法
の改善を図る。 

 

成果指標 

・国家試験の合格率(％) 

試験名 R3目標 

看護師  100   

助産師 100   

管理栄養士 96.0  

社会福祉士 80.0  
 

［１］ 
・保健福祉学部 

各学科においてカリキュラムを通して国
家試験の合格率向上に向けた対策を進め、社
会福祉士に関しては、対策講座を新設した。 
地域包括支援に関する教育内容を取り入

れた看護学科の新カリキュラムを導入した。 
海外研修の代替として、オンラインによる

海外学術交流会を開催するなど、コロナ禍に
おいてもグローバル教育の充実に努めた。 

 

成果指標 

・国家試験の合格率(％) 

試験名 R3実績 

看護師 100 

助産師 100 

管理栄養士 100 

社会福祉士 76.3 

［評価時の観点］  
継続的な国家試験の合格率向上に向けた

対策により、看護師、助産師、管理栄養士の
3つが合格率の目標値に到達し、地域連携や
グローバル教育に関する取り組みも進めて
いる。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［２］ 
・情報工学部 

情報工学部では、第4次産業革命の中
核をなす情報工学に加え、電子通信工
学、機械システム工学、人間工学に関
する幅広い知識を活用し、人間・社会・
自然との調和を図りながら超スマート
社会及び地域産業の持続的発展に貢献
できる未来志向の技術者を育成する教
育を充実させる。 

［２］ 
・情報工学部 

成長分野を支える情報技術人材の育
成のため、「吉備の杜」創造戦略プロジ
ェクトの授業科目を効果的に活用しつ
つ、全国の大学、岡山県立大学協力会、
システムエンジニアリング岡山等との
連携を密にし、インターンシップ参加
を促進するとともに、社会人基礎力の
育成に努める。 

［２］ 
・情報工学部 

副専攻「吉備の杜」の「ICT 技術を温め羅ね
る杜」の 6科目を開講し、学生の履修を促す
とともに、「未来型プロジェクト<ICT>」につ
いて、希望調査をふまえて演習先の調整を行
うなど、開講の準備を進めた。 
岡山県立大学協力会の業種説明会とシス

テムエンジニアリング岡山の企業説明会、卒
業生等による企業説明会を開催し、県内企業
の情報提供や学生の進路選択の支援を充実
させた。 

［評価時の観点］  
コロナ禍においても、就職率100％、進学率

44％と、共に目標値を達成した。また、授業
形態を問わず高いアクティブ・ラーニング導
入率（96.9％）を達成した。 

［３］ 
・デザイン学部 

デザイン学部では、人間・社会・自然
との調和を目指したデザイン・建築を
創造できる人材教育を目指し、学部の
基礎的な共通教育に加えて、実学教育
を中核とした各分野の専門教育によ
り、地域社会や国際社会の持続的発展
に貢献できるスペシャリストを育成す
る教育を充実させる。 
特に、建築分野においては、インテ

リアから建築設計を中心に、地域計画
に至るまで、建築に関わる幅広い知識
と高度な技能を修得し、建築家や建築
分野の専門家の育成を目指す。 
 

［３］ 
・デザイン学部 

新設した学科の新カリキュラムへの
移行と「吉備の杜」創造戦略プロジェ
クトの授業科目の開講を円滑に実施す
るとともに、令和4年に新規開講する授
業科目の準備や施設の整備を計画的に
進める。また、アドミッション・ポリシ
ーで求める人材の確保に繋がっている
か入学試験の結果を分析し、効果的な
入試広報を実施する。 

［３］ 
・デザイン学部 

学科改編に伴う新カリキュラムへの移行
を円滑に行うため、必要な教室、設備を整備
した。 
副専攻「吉備の杜」の科目を開講し、副専

攻「吉備の杜」について、各学生の専門分野
と関連した科目の履修を促し、教育効果の向
上を図った。 
令和2年度の入試結果の分析からミスマッ

チを防ぐことを考慮した学科リーフレット
を3学科ともに作成し、県内高等学校への配
布を行った。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

（参考指標）([１]～[３]) 
・修業年限内卒業率 
・卒業時及び卒業生に対する調査による
教育満足・充実度等 

・卒業生の就職率(％) 

学部名 
現状(H29

年度卒) 
目標 

保健福祉学部 97.7 99.0 

情報工学部 96.9 98.0 

デザイン学部 88.1 90.0 

学部計 95.3 97.0 

※就職率＝就職者数／就職希望者数 
・卒業生の進学率(％) 

学部名 
現状(H29

年度卒) 
目標 

保健福祉学部 6.3  8.0  

情報工学部 30.8  32.0  

デザイン学部 3.9   5.0  

学部計 15.5   17.0  

※進学率＝進学者数／卒業者数 
・ディプロマ・ポリシー(卒業認定・学位
授与の方針)の検証に基づくカリキュ
ラム及び実施方法の見直し状況 

 （参考指標）([１]～[３]) 
・修業年限内卒業率(％) 

学部名 R3実績 

保健福祉学部 95.3 

情報工学部 88.6 

デザイン学部 88.2 

学部計 91.0 

・卒業生の就職率(％) 

学部名 R3実績 

保健福祉学部 99.3 

情報工学部 100 

デザイン学部 100 

学部計 99.6 

・卒業生の進学率(％) 

学部名 R3実績 

保健福祉学部 5.6 

情報工学部 44.0 

デザイン学部 13.8 

学部計 22.7 
 

［４］ 
地域に愛着を持ち、その発展に寄与

する意欲・能力を育むため、COC+の一環
として設置した副専攻「岡山創生学」
の成果を継承し、さらなる地域連携教
育の充実・改善を図る。 
 
 
 
 
 
 
 

［４］ 
学部副専攻を「岡山創生学課程」と

「吉備の杜クリエイター課程」の2つで
構成することに伴い、相互で密に連携
しながら、充実・改善した副専攻科目
の実施と検証を継続する。また、新型
コロナウイルス等の社会情勢に柔軟に
対応した実施方法の改善を図る。 

 
 
 
 
 

［４］ 
副専攻「吉備の杜」は、感染予防対策を施

し、オンラインと対面の使い分けや併用をし
ながら開講した。 
演習科目について担当者間で省察を行い、

次年度以降の改善に向けた検討を行った。 
地域創生推進士の認定要件の説明会を開

くなど、認定者の確保に向けた広報を行っ
た。 
地域創生推進士は34名を認定した。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

成果指標 
・就職した学生のうち、県内の事業所に
就職した学生の割合(％) 

項目 
現状(H29

年度卒) 
目標 

全学部平均 51.8 55.0 

 
（参考指標） 
・地域連携教育の実施状況(地域の学外
関係者による講座数を含む。) 

成果指標 
・就職した学生のうち、県内の事業所に
就職した学生の割合(％) 

項目 R3目標 

全学部平均 53.5 
 

成果指標 
・就職した学生のうち、県内の事業所に就職し
た学生の割合(％) 

項目 R3実績 

全学部平均 53.9 

（参考）地域創生推進士の県内就職率：71.4％ 

（参考指標） 
・地域連携教育の実施状況  
・副専攻科目の単位修得者数(人) 

科目名 人数 

社会連携要論 333 

地域創生演習 104 

地域資源論 356 

地域創生実践論 60 

地域インターンシップ 33 

エンジニアリング演習 25 

フードビジネス学 30 

チームガバナビリティ演習 34 

地域保健福祉演習 15 

組込みシステム 115 

技術者と社会 21 

セキュリティ総論 78 

知的制御システム 59 

森林生態学・地盤工学 18 

森林・木材学演習 19 

木構造学・木構造デザイン 17 

［評価時の観点］  
副専攻「吉備の杜」による地域連携教育を

充実させるとともに、令和3年度卒業生の県
内就職率が53.9％と上昇し、目標を達成し
た。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［５］ 
地域社会及びその延長上の国際社会

のニーズに即した人材を適切かつ効果
的に育成するとともに、教育研究面で
の本学の特色を伸長させるため、教育
研究組織の見直しについて検討する。 

［５］ 
設定した3ポリシーについて、その実

現レベルを検証するとともに、課題の
発見と解決を図る。 

［５］ 
学部と大学院のアドミッション・ポリシー

に沿った入試問題となっているか確認する
体制を構築し、令和 4年度以降の入学者のア
ドミッション・ポリシー達成度を主観的に調
査する入学時アンケートを策定した。 
学部と大学院のカリキュラムマップの点

検を行い、カリキュラム・ポリシーとシラバ
スに反映した。 
令和 3年度の卒業時・修了時アンケートで、

ディプロマ・ポリシーが概ね達成できている
ことを確認した。 
コロナ禍の学修成果については、教員への

アンケートと成績分布の分析を行い、概ねコ
ロナ前の状況が維持されていることを確認
し、授業実施形態とともに公表した。 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 教育に関する目標達成するためとるべき措置 

（１）教育内容の充実に関する目標を達成するためとるべき措置 

  イ 大学院教育 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［６］  
・保健福祉学研究科 

保健福祉学研究科では、保健・医療・
福祉分野における問題点を提起してそ
れを解決し得る高度な研究能力を持つ
とともに、専門職としての知識・技術
を身に付けることにより、少子・超高
齢化とグローバル化の進む地域社会に
おいて、健康、福祉に関する高度な課
題の解決に貢献できる人材を育成する
教育を充実させる。 

 
成果指標 
・国家試験の合格率(％) 

試験名 現状(H29年度) 目標 

保健師 87.5 90.0 
 

［６］  
・保健福祉学研究科 

「吉備の杜」創造戦略プロジェクト
の新設演習科目において、実践能力及
びマネジメント力を身に付けるための
内容充実を図るとともに、保健師国家
試験の合格率目標の実現に向けた指導
の充実及びグローバル化社会に対応で
きる人材育成に向けた海外研修の内容
充実を進める。 
 

成果指標 
・国家試験の合格率(％) 

試験名 R3目標 

保健師 90.0 
 

［６］  
・保健福祉学研究科 

カリキュラムを通して保健師国家試験に向
けた対策講義を実施し、合格率100％と目標を
達成した。 
修了者の進路決定率の確保のため、就職に

向けた英語教育、エントリーシートや面接の
対策等、希望職種別に個別指導を実践した。 
韓国ウソン大学とのオンライン学術交流、

副専攻「吉備の杜」の新設科目の開講等、海
外や地域と連携した取り組みを実施した。 
 

成果指標 
・国家試験の合格率(％) 

試験名 R3実績 

保健師 100 
 

［７］ 
・情報系工学研究科 

情報系工学研究科では、情報技術を
活用して、人間・社会・自然との調和
を図りながら、グローバルな視野に立
って主導的に第4次産業革命を推し進
め、超スマート社会及び地域社会の中
枢で活躍できる技術者を育成する教育
を充実させる。 

［７］ 
・情報系工学研究科 

「吉備の杜」創造戦略プロジェクト
の授業科目を通してヒューマンスキル
の育成に努めるとともに、岡山県立大
学協力会と協働してカリキュラムの充
実を図る。また、大学院修了者の進路
決定率を確保するよう、コロナ禍にお
ける企業説明会の在り方を検討する。 

［７］ 
・情報系工学研究科 

副専攻「吉備の杜」の履修を促進するとと
もに、岡山県立大学協力会会員企業において
実践的な課題に取り組むなど、教育内容を充
実させた。 
岡山県立大学協力会の業種説明会（企業 47

社、院生を含め延べ 176 名参加）とシステム
エンジニアリング岡山の企業説明会（企業 19
社、院生を含め延べ 52名が参加）はコロナ禍
のためいずれもオンラインで開催した。また、
卒業生等による企業説明会を 10回開催した。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［８］ 
・デザイン学研究科 

デザイン学研究科では、グローバル
な視野と感性を持ち、社会を的確に捉
え、時代の変化を洞察することで、将
来予想される問題を優れたデザインの
創出により解決し、豊かで新しい便利
な生活と文化に寄与できる人材を育成
する教育を充実させる。 

［８］ 
・デザイン学研究科 

令和3年度から新たな学位審査基準
を施行し、令和7年度に改編する研究
科の3ポリシー等を検討する。また、
「吉備の杜」創造戦略プロジェクトの
授業科目を開講し、内容の充実を図
る。 

［８］ 
・デザイン学研究科 

学内の学部生向けの説明を行うとともに、
県外への広報活動を行った。 
学生の自主的な研究・制作活動を促進する

ため、学会発表やコンペティションへの参加
を促進する取り組みについて検討を進めた。 

［評価時の観点］  
進路決定率は50.0％と目標を達成できず、

定員充足率も低い状況が続いている。定員確
保に向けて、更なる取り組みが必要である。 
 

成果指標([６]～[８]) 
・大学院修了者の進路決定率 (％) 

項目 現状(H29年度) 目標 

全研究
科平均 

97.8 100 

 
（参考指標）([６]～[８]) 
・各研究科の定員充足率 
・修了時及び修了生に対する調査による
教育満足・充実感等 

成果指標([６]～[８]) 
・大学院修了者の進路決定率 (％)  

項目 R3目標 

全研究科平均 100 
 

成果指標([６]～[８]) 
・大学院修了者の進路決定率 (％) 

項目 R3実績 

全研究科平均 94.3 

 
（参考指標）([６]～[８]) 
・各研究科の定員充足率 (％)※収容定員に対
する充足率 

項目 R3実績 

保健福祉学研究科
(博士前期) 

125.0 

情報系工学研究科
(博士前期) 

94.2 

デザイン学研究科
(修士) 

40.6 

保健福祉学研究科
(博士後期) 

233.3 

情報系工学研究科
(博士後期) 

61.1 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）教育方法等の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［９］ 
学習成果を上げるため、主体的・協

働的な学び(アクティブ・ラーニング)
の導入・推進など教育方法の改善を図
る。 
 

成果指標 
・アクティブ・ラーニングの推進状況 
(2年目以降に具体数値目標等設定) 

［９］ 
授業アンケート等を検証し、授業形

式（対面・ハイブリッド・オンライ
ン）に応じたアクティブ・ラーニング
の活用方法の改善を図る。 
 

成果指標 
・アクティブ・ラーニングの推進状況 

（％） 

項目 R3目標 

アクティブ・ラーニング
の導入率 80 

 

［９］ 
オンライン授業におけるアクティブ・ラー

ニングの定義を見直した上で導入を促し、そ
の導入率は79.7％と、目標をほぼ達成した。 
学習効果の向上、教育方法の改善に向けた

FD・SD研修会を開催し、多くの教員が参加し
た。 

 
FD・SD研修会開催実績 

研修名 参加人数 

シラバス(到達目標)の書き方 70人 

ルーブリック活用法 59人 

相互授業参観 63人 

授業改善意見交換会 43人 

 
成果指標 
・アクティブ・ラーニングの推進状況 

項目 R3実績 

アクティブ・ラーニングの
導入率 

79.7 
 

［10］ 
学生・教職員の教育研究活動を推進

するため、必要な施設・設備等の充実
を図り、教育研究環境の改善に努める。 

［10］ 
必要な施設・設備等の充実を図るた

め、予算編成時期に合わせ設備等の要
望調査を行い、整備に努める。また、
コロナ禍でのネットワークを活用した
教育に対応するための無線LAN設備の
強化を進める。 

［10］ 
予算編成時期に設備等の要望調査を実施

し、限られた予算の中で緊急性を考慮して、
以下の整備を行った。 
・超純水製造装置 
・冷凍冷蔵庫 
・介護用ベッド 
・デザイン学部PC 
・デザイン学部の教室環境整備 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［11］ 
教育プログラム(科目)として、県内

の自治体、企業等へのインターンシッ
プを実施し、県内企業等を知る機会を
増やすとともに、職業観の醸成など、
学生のキャリア形成の支援に努める。
なお、インターンシップの実施に当た
っては、受入先との連携を密に行うと
ともに、大学において事前学習及び報
告会を実施するなど教育効果が高まる
よう努める。 

 
成果指標 
・長期インターンシップ参加者数(人) 

項目 現状(H30年度) 目標 

参加者数 55 55 
 

［11］ 
学部副専攻を「岡山創生学課程」と

「吉備の杜クリエイター課程」の2つで
構成することに伴い、相互で密に連携
しながら、教育プログラム（科目）と
してのインターンシップの実施及び演
習先の開拓等の内容の充実を行う。 

 
成果指標 
・長期インターンシップ参加者数(人) 

項目 R3目標 

参加者数 55 
 

［11］ 
長期インターンシップの実施については、

令和2年度よりも更にコロナの影響が大きい
中で、オンラインの活用や学内でのPBL学習に
よる補講等により対応し、参加者数の目標を
達成した。 
令和4年度から開講する「未来型プロジェク

ト」の演習先の開拓を進めた。 
 
成果指標 
・長期インターンシップ参加者数(人) 

項目 R3実績 

参加者数 58 

（内訳）地域インターンシップ：33人 
エンジニアリング演習：25人 

［評価時の観点］  
コロナ禍の影響を受けながらも、受入企業

との調整や教育内容の充実に努めるなど、長
期インターンシップ参加者数の目標を達成し
た。 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

２ 学生の確保に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［12］  
新たな入試制度が始まる平成33(2021)

年度入試に対応するため学士課程入学者
受入れの方針(アドミッション・ポリシー)
の見直しとそれに基づく入学者選抜を実
施するとともに、実施結果の点検・評価に
基づき改善を図る。 
さらに、新高等学校学習指導要領に基

づく教育を受けた平成37(2025)年度入学
生の受入れに向けて入学者選抜方法やカ
リキュラムの改善を図る。 
 

（参考指標） 
・入試実施状況、入学者選抜に係る変更状況 

［12］  
新学習指導要領に基づく教育を受

けた令和7（2025）年度入学生の受入
れに向けてアドミッション・ポリシ
ーや入学者選抜方法の見直し、改善
を図る。 

［12］  
令和 7年度入試改革に向けた学力評価方法

の改善を目的として、アドミッション・ポリ
シーに沿った入試問題が作成されているか入
試委員会委員で検証を始めるとともに、入試
結果解析及び入学後の成績の追跡調査を行っ
た。 
栄養学科及び現代福祉学科については、令

和 6年入試から入試日程別の定員を変更し、
公表した。 
令和 3年度一般選抜（前期日程・デザイン

学部ビジュアルデザイン学科）において成績
開示を行った本学学生からの相談により、大
学入学共通テストの利用科目の設定を誤った
まま合否判定を行ったことが判明した。合格
者に変更はなかったが、本来欠格者であった
受験者 1人について検定料の返還を行うとと
もに、本来合格者であった追加合格者 1人が
他大学の入学辞退で返金されなかった費用の
補償を行った。 

［評価時の観点］  
入試システム上の重大なミスを、外部から

の指摘で判明するまで見逃しており、入試ミ
スの防止体制が不十分であった。 

［13］ 
加速する18歳人口の減少により大学間

競争が激化し、かつ、多様化する入学者選
抜に備えて、アドミッション・オフィス機
能を整備し、志願者動向等についての調
査・分析による入学者選抜等の改善を図
るとともに、本学の教育研究の特色・強み
を効果的に周知するため、戦略的な入試
広報の充実を図り、本学への志願者数を

［13］ 
戦略的な入試広報を実施するた

め、入試・広報担当副学長を配置す
るとともに、学内の連携を強めて事
業及び実施体制の検討を行い、広報
を強化する。 
 
 
 

［13］ 
入試情報の発信のために専用の LINE アカ

ウントを導入し、高校生に向けた入試情報の
発信を積極的に行った。 
学生広報委員会を発足させ、各種イベント

等において学生目線での入試広報活動を行っ
た。オンラインを中心とした高校訪問の他、
志願者数上位の高校には個別に現地訪問を実
施し、高校側の受験の現状や本学への要望を
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

維持する。 
 
成果指標 
・一般前期入試での志願倍率(倍) 

項目 
現状(H26－H31
年度入試) 

目標 

全学部
平均 

3.2 3.2 
 

成果指標 
・一般前期入試での志願倍率(倍) 

項目 R3目標 

全学部平均 3.2 
 

収集し、各学部学科へ情報提供した。 
 
成果指標 
・一般前期入試での志願倍率(倍) 

項目 R3実績 

全学部平均 3.0 

 
 

［14］ 
高校生のための大学授業開放や高校へ

の講師派遣、高校の進路指導担当教員と
の意見交換会など、各種の高大連携事業
の方法・内容の改善を図るとともに、効果
的な事業の開発、推進を図る。 
 

（参考指標） 
・高大連携における教育的事業／広報的事
業の実施状況(件数等) 

［14］ 
高大連携事業について、コロナ禍

においても継続できる効果的な実施
方法も含めて拡充実施の検討を進め
るとともに、新規事業を計画する。 

［14］ 
学生広報委員会により、高校生向けのイベ

ントで学生の目線での発信を行うなど、積極
的な入試広報を展開した。 
オープンキャンパスをオンラインで開催

し、学部・学科の紹介に加え「リモート個別
相談会」と「受験生のためのデッサン講評」
を実施した。 
「高校生と大学生の地域における探究学習

の成果報告会」を開催し、高校との連携を深
め積極的な入試広報活動に取り組んだ。 
高校等教員対象進学説明会や高等学校校長

協会との懇談会、県内高校校長の有志との高
大連携作業部会を開催し、高大連携を深め、
今後の入試改革等につながる情報収集に努め
た。 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

３ 学生の支援に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）学習支援の充実に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［15］ 
附属図書館において、学生等の多様なニ

ーズに応えるため、学習空間の提供、教育
研究・学習に必要な資料の整備・充実、教
育研究支援等、図書館サービスの充実に取
り組む。 
 

（参考指標） 
・附属図書館の利用状況及び満足度 

［15］ 
大学アンケート等における図書

館関連事項の調査分析を進め、図
書館サービスの充実に向けた取組
について検討する。また、学生の学
修形態多様化に応じつつ、限られ
た予算で効率良く維持整備を図る
ために、電子書籍や電子ジャーナ
ルの充実と見直しを継続的に行
う。 

［15］ 
コロナ禍においても学生が図書館を安心

して利用出来るよう、感染症対策を実施した
上で開館した。 
データベースのトライアルやリモート用

IDの準備等、図書館をオンラインで活用出来
るよう支援を行った。 
各学科の選書により電子書籍を整備し、所

蔵数は約1,200タイトルとなった。 
ブックフェア、選書ツアー、学生希望図書

等の学生目線による選書イベントをオンラ
インで開催し、約300冊の図書を購入した。 

［16］ 
アクティブ・ラーニングに対応する教室

や自習環境の充実、学習環境整備や学内の
連携体制などを工夫・改善し、学習支援の
充実に取り組む。 

 
成果指標 
・アクティブ・ラーニングの推進状況(2年目
以降に具体数値目標等設定)(再掲：９) 

 
（参考指標） 
・学生の自習状況及び学内の自習環境に対
する利用状況・満足度(演習室の延べ利用
者数、自習に関するアンケート) 

 

［16］ 
学生の自習状況及び学内外の自

習環境に対する利用状況・満足度
について分析・検証し、授業形式
（対面・ハイブリッド・オンライ
ン）に応じたアクティブ・ラーニン
グの活用方法を改善し、学生の主
体的な学習支援の充実を図る。 
 

成果指標 
・アクティブ・ラーニングの推進状況 

（再掲：９） 

項目 R3目標 

アクティブ・ラーニ
ングの導入率 

80 
 

［16］ 
オンライン授業におけるアクティブ・ラー

ニングの定義を見直した上で導入を促し、そ
の導入率は79.7％と、目標をほぼ達成した。 
学内の自主学習スペースであるラーニン

グコモンズの紹介チラシを作成し、学生へ周
知を図り、利用促進に努めた。 
 

成果指標 
・アクティブ・ラーニングの推進状況 

（再掲：９） 

項目 R3実績 

アクティブ・ラーニングの
導入率 

79.7 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［17］ 
学修支援体制の充実を図るため、学生毎

にアドバイザー教員を決め進路や学業な
どの相談を受けるアドバイザー制度及び
教員が学生の訪問時間帯を設けて研究室
で待機し、授業等の疑問点や個人的な悩み
などの相談を受けるオフィスアワーを活
用するとともに、学生に授業等の補助を担
わせるスチューデント・アシスタント制度
の整備に努める。 

 
（参考指標） 
・スチューデント・アシスタント(SA)制度の
整備・利活用状況、アドバイザー面談、オ
フィスアワーの実施状況(関連：第２－３
－(２)生活支援の充実) 

［17］ 
アドバイザー制度、オフィスア

ワー制度を充実させるために、「教
職員のための学生対応マニュア
ル」の作成に着手するとともに、ス
チューデント・アシスタントを制
度化するための整備を実施する。 

［17］ 
アドバイザー面談、オフィスアワーともに高

い実施率であった。 
教職員のための学生対応マニュアルの作成、

休学・退学を考える学生との面談の強化、面談
報告書作成のルール作成等、多様化する学生相
談への対応や、休退学者数の減少に向けた対策
を実施した。 
学生支援団体PZLの学生を中心に実施してい

るオンライン相談窓口をスチューデント・アシ
スタントとして制度化するよう検討を進めた。 

 
（参考指標） 
・アドバイザー面談の実施率：前期95.5％ 

後期94.1％ 

［18］ 
  学生の豊かな人格形成に資するため、大
学との連携の下、学生が主体となり学内外
のボランティア活動や授業、教育、学内環
境改善等に関わる活動である学生FD(ファ
カルティ・ディベロップメント)活動を推
進するなど、学生の主体性を尊重した正課
外活動支援体制の整備に努める。 

 
（参考指標） 
・学生の正課外活動への支援状況 
・正課外ボランティア活動への参加状況(参
加要請数、参加延学生数) 

［18］ 
  学生の積極的なボランティア活
動を促すための情報提供や活動支
援を行う体制を検討するととも
に、学生団体による学生FD活動を
支援する。 

［18］ 
学外からのボランティア募集情報を積極

的に発信するとともに、外部講師を招いて災
害ボランティア研修並びに学生スタッフ養
成のための研修会を実施した。 
学内ボランティア団体のメンバー募集や

活動支援、相談スペースの開放、ボランティ
ア活動普及のための冊子・動画の作成等、学
生の主体的な活動の活性化に取り組んだ。 
 

（参考指標） 
・学生の正課外活動への支援状況 
・正課外ボランティア活動への参加状況 
ボランティア活動：申込者数延べ67名 
ボランティア研修：申込者数延べ33名 
災害ボランティア研修：参加者45名 
学生スタッフ養成のための研修：参加者5名 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

３ 学生の支援に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）生活支援の充実に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［19］ 
学生のメンタルサポートのために、

学生相談体制の充実を図るとともに、
保健室、アドバイザー教員と連携した
支援に努める。 
また、奨学金制度や授業料減免制度に

ついて周知を図り、財源に応じた経済支
援を行うほか、国の高等教育段階の教育
費負担軽減新制度(平成32(2020)年度開
始予定)に備え、必要に応じ準備・適用
を行う。 
 

（参考指標） 
・各窓口の利用状況 
・退学・休学者数 
・修業年限内卒業率 
・スチューデント・アシスタント(SA)制度
の整備・利活用状況、アドバイザー面談、
オフィスアワーの実施状況(再掲：17) 

・減免適用状況(学生数・減免総額) 
(※平成32(2020)年度から適用となれ
ば国の給付型奨学金の適用状況) 
 

［19］ 
精神科の学校医、保健室、学生相談

室及び教職員が連携して学生のメンタ
ルサポートを実施するための「教職員
のための学生対応マニュアル」の作成
を含めた体制整備を図るとともに、財
政的困窮学生に対して情報と支援が行
き届くよう努める。 

［19］ 
精神科の学校医により、発達障害の特性と

その対応について理解を深めるためのオンラ
イン研修会を行った。 
アドバイザー教員から相談室や保健室に対

して適切に学生をつなぐため、「教職員のた
めの学生対応マニュアル」を作成するととも
に、学生には相談窓口を紹介する案内チラシ
を発行した。 
修学支援新制度や授業料減免に加え、経済

団体から寄贈された食料支援物資の配付や国
の緊急給付金の申請受付・審査・推薦手続き
を行い、学生の支援を行った。 

 
（参考指標） 
・各窓口の利用状況(延べ人数) 
  学生相談室：学生213人、その他2人 
  保健室：474人 
・退学・休学者数 
  退学者：学部22人、大学院11人 
  休学者：学部29人、大学院14人 
・修業年限内卒業率 
  学部：91.0％ 
  大学院(博士前期・修士)：77.1％ 
  大学院(博士後期)：33.3％ 
・授業料減免適用状況 

申請件数：188件 
  減免総額：80,107千円 

［評価時の観点］  
教職員の学生へのメンタルサポート意識を

向上させるとともに、学生対応マニュアルの
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

作成等により学生を適切にサポートするため
の体制づくりを進めることができた。 

［20］ 
障がい学生等が充実した生活を送る

ことができるよう合理的配慮の充実に
努める。 

 
（参考指標） 
・配慮要請件数と合理的配慮提供件数 

［20］ 
障がい学生支援のあり方等につい

て、研修会や「教職員のための学生対
応マニュアル」を通して周知を図り、
適切な対応に努める。また、合理的配
慮の情報が教科担当教員に確実にいき
わたるように運用の検討を図る。さら
に、予算の必要な配慮については、計
画的に要求しながら実現に向けた検討
を行う。 

［20］ 
精神科の学校医により、発達障害の特性と

その対応について理解を深めるためのオンラ
イン研修会を行った。 
入学生4名を含む12名の学生に対して新た

に合理的配慮を実施した。 
合理的配慮を実施している学生について

は、学生生活支援部門で情報を共有しながら、
継続的に配慮を実施し、配慮要請を出してい
ない学生についても担当部門内で状況の意見
交換を頻繁に行った。 

 
（参考指標） 
・配慮要請件数：12件 
・合理的配慮提供件数：23件 

［評価時の観点］  
配慮申請があった学生に対して、適切に合

理的配慮を行うとともに、配慮の情報を各教
科担当教員へ情報共有する仕組みの整備を進
めた。 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

３ 学生の支援に関する目標に関する目標を達成するためとるべき措置 

（３）就職支援の充実に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［21］ 
これまで学部学科別等、個別に実施

していた就職支援について情報を共有
するとともに、学生への多様な就職支
援策を充実させるため、キャリア形成
支援及び学生生活支援の柱となるキャ
リア・学生生活支援センター(仮称)を
設置し、各種支援を充実させる。 
 

成果指標 
・就職した学生のうち、県内の事業所に
就職した学生の割合(％)（再掲：４） 

項目 現状(H29年度卒) 目標 

全学部
平均 

51.8 55.0 

 
（参考指標） 
・就職満足度(卒業時アンケート) 
・卒業生の就職率(％) 

学部名 現状(H29年度卒) 目標 

保健福
祉学部 

97.7 99.0 

情報工
学部 

96.9 98.0 

デザイ
ン学部 

88.1 90.0 

学部計 95.3 97.0 

※就職率＝就職者数／就職希望者 
 

［21］ 
 県内企業インターンシップの広報、
ニュースレターによる広報活動を活発
化させるとともに各学科と就職相談室
の連携を強化する。また、県内企業に
就職したOBによる「県大吉備塾」等の
企画、学生の就職・キャリア形成支援
等の各種支援策を強化する。 
 

成果指標 
・就職した学生のうち、県内の事業所に
就職した学生の割合(％)（再掲：４） 

項目 R3目標 

全学部平均 53.5 
 

［21］ 
就職相談室によるニュースレターを年6回

発行し、学生への就職支援情報を発信した他、
オンライン、電話等を含む就職相談761件、来
学企業対応162社、求人NAVIによる求人票アッ
プロード979件を行うなど、学生の就職支援や
情報提供の充実を図った。 
就職ガイダンス、県大吉備塾等の各種支援

活動を、オンラインも活用して実施した。 
 

 
成果指標 
・就職した学生のうち、県内の事業所に就職し
た学生の割合(％)（再掲：４） 

項目 R3実績 

全学部平均 53.9 

（参考指標） 
・卒業生の就職率(％) 

学部名 R3実績 

保健福祉学部 99.3 

情報工学部 100 

デザイン学部 100 

学部計 99.6 

［評価時の観点］  
学生の就職やキャリア形成支援に向けた各

種支援を実施し、県内就職率も53.9%と目標を
達成した。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［22］ 
企業等へのインターンシップに関す

る情報提供及び機会創出と併せて、学
生のキャリア形成を支援する科目を充
実させることで学生の主体的な職業選 
択を促し、職業意識を醸成させる。 

 
成果指標 
・長期インターンシップ参加者数(人) 
(再掲：11) 

項目 
現状(H30
年度) 

目標 

参加者数 55 55 

 
（参考指標） 
・インターンシップ実施状況(参加延学
生数等) 

・キャリア形成を支援する科目の履修登
録者数 

・各種就職ガイダンスの実施状況 

［22］ 
 岡山県立大学協力会を中心とする県
内企業にインターンシップ受入れの働
きかけを行うとともに、インターンシ
ップの案内や開催状況を学生に提供す
る。また、エンジニアリング演習、地
域インターンシップ等の授業科目を学
生へ浸透させるよう務める。 

 
成果指標 
・長期インターンシップ参加者数(人) 
(再掲：11) 

項目 R3目標 

参加者数 55 
 

［22］ 
長期インターンシップの実施については、

令和2年度よりも更にコロナの影響が大きい
中で、オンラインの活用や学内でのPBL学習に
よる補講等により対応し、参加者数の目標を
達成した。 
就職ガイダンスはオンラインでのライブ配

信で実施し、実施件数、参加学生数ともに昨
年度から増加した。 
岡山県立大学協力会の企業と連携し、業種

説明会による県内企業の情報発信や、寄附講
座「技術者と社会」によるキャリア教育を実
施した。 

 
成果指標 
・長期インターンシップ参加者数(人) 
(再掲：11) 

項目 R3実績 

参加者数 58 

（内訳）地域インターンシップ：33人 
エンジニアリング演習：25人 
 

（参考指標） 
・インターンシップ実施状況(参加延学生数等) 
  総社市インターンシップ：短期 8人 

長期27人 
・キャリア形成を支援する科目の履修登録者数 

社会を生きる力を学ぶ：89名 
企業の組織と活動：2名 

・各種就職ガイダンスの実施状況 
  実施件数：18件 参加学生数：約860人 

［評価時の観点］  
コロナ禍の影響を受けながらも、キャリア

形成支援を充実させ、長期インターンシップ
参加者数の目標を達成した。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［23］ 
卒業生に対して同窓会や各種フォー

ラム等への積極的な参加を呼びかけ、
連携を深めることにより、在学生に対
する助言・指導等の協力を得られるよ
う努める。 

 
（参考指標） 
・県大吉備塾等、卒業生に協力を求める
取組状況 

［23］ 
「県大吉備塾」を実施し、県内外で

活躍する本学卒業生を招き、仕事内容
や業界情報、在学時の取組等の情報や
知識を深め、就職やキャリア形成に対
するモチベーションをアップする取組
を行うとともに、事業の内容充実に向
けた検討を行う。 

［23］ 
「県大吉備塾」をコロナウイルスの感染状

況に応じてオンラインも併用して実施し、参
加した学生からのアンケートにより高い評価
結果が得られ、講師の卒業生からも高い有用
性が評価された。 
キャリア形成支援の評価・検証と今後の改

善に活用するため、卒業・修了後3～5年を経
過した者を対象とした卒業生・修了生アンケ
ートを実施し、集計結果を取りまとめ、今後
の改善につなげられる取り組みを行った。 

 
（参考指標） 
・県大吉備塾実施状況 

実施回数：9回 
・卒業生・修了生アンケート 回答数：186 人 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

４ 研究に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）研究の充実に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［24］ 
学内の競争的研究資金のあり方を見

直し、本学の研究活動における特色・強
みを明確化するとともに、産業の振興や
地域課題の解決の観点も踏まえ、重点的
に取り組むべき研究分野を示し、研究力
向上及び研究活動の活性化を図る。 

 
（参考指標） 
・研究活動の特色や重点研究分野の明確
化に関する推進状況 

・研究活性化の状況 

［24］ 
本学の研究活動の特色や強みを高

める上で有効な学内競争的資金制度
が構築できているかどうかの評価を
行い、必要に応じて改善を行う。 

［24］ 
学内競争的資金制度の応募条件に外部資金

申請・作品出展をしていることを条件とする
など、より外部資金獲得への積極性を重視し
て募集・審査・分配を実施した。また、制度
の分析・評価を継続し、論文成果数・外部資
金獲得等への有効性の可視化を進めることと
した。 
県とのスタディミーティングに関しては、

県からの新規要望（EBPM対応：科学的根拠に
基づく政策立案）に関するテーマを設定して
実施した。 

［25］ 
競争的研究資金及び国・民間等の公募

型研究助成事業への積極的な申請を奨
励するとともに、採択率の向上に努め
る。 

 
 
成果指標 
・公募型研究助成事業の採択数(科学研究
費補助金を除く。)(件) 

項目 
現状(H25－H30.11

月時点の平均) 
目標 

件数 21.5 25 

※「国・省庁の政府系助成金」及び「民
間からの助成金」 

 
 

・科学研究費補助金採択率(％) 

［25］ 
外部競争的研究資金に関する公募

情報を提供して採択数の増加を目指
すとともに、科学研究費の計画書作成
勉強会、提出前検討会等の申請支援活
動の検証・見直しを行い、新規採択率
の向上に努める。 

 
 
成果指標 
・公募型研究助成事業の採択数(科学研
究費補助金を除く。)(件) 

項目 R3目標 

件数 23 

※「国・省庁の政府系助成金」及び「民
間からの助成金」 

 
・科学研究費補助金採択率(％) 

［25］ 
外部競争的研究資金については、公募情報

のメール配信や本学ウェブサイトへの掲載に
より、応募を促した。 
科学研究費への申請を支援するため、計画

書作成勉強会・提出前検討会を開催するとと
もに、その内容の検証・見直しを行い、申請
数は68件と増加したが、採択数は16件と昨年
と同数、採択率は23.5％と低下した。 
 

成果指標 
・公募型研究助成事業の採択数(科学研究費補
助金を除く。)(件) 

項目 R3実績 

件数 15 

※「国・省庁の政府系助成金」及び「民間か
らの助成金」 

・科学研究費補助金採択率(％) 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

項目 
現 状 (H25 －
H30年度平均) 

目標 

採択率 24.9 27 

※第3期中期計画の期間において、経過
年度の平均値で評定 

（関連：第３－２－(1)） 

項目 R3目標 

採択率 27.0 

※第3期中期計画の期間において、経
過年度の平均値で評定 

（関連：第３－２－(1)） 

項目 R3実績 

採択率 23.5 

［評価時の観点］  
公募型研究助成や科学研究費の獲得支援は

継続したが、公募型研究助成事業採択数15件、
科学研究費採択率23.5％と、ともに低調とな
った。 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

４ 研究に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）多様な研究活動の展開に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［26］ 
企業・団体等との連携研究により、

産業界の発展に寄与する研究を充実す
る。併せて、共同研究費等の獲得に向
けた取組を行う。 

 
成果指標 
・地域の企業・団体等との共同研究費・
受託研究費・教育研究奨励金の獲得状
況(合計)(件、千円) 

項目 
現状(H24－
H29年度平均) 

目標 

件数 109.5 130 

金額 86,600 100,000 

※件数又は金額を到達基準とする 

［26］ 
アクティブ・ラボ、各種セミナー等

への参加状況と共同研究等の獲得状況
の分析結果から、産学連携に効果的な
本学シーズの発信方法等を検討し、実
施する。 

 
成果指標 
・地域の企業・団体等との共同研究費・
受託研究費・教育研究奨励金の獲得状
況(合計)(件、千円) 

項目 R3目標 

件数 120 

金額 85,000 

※件数又は金額を到達基準とする 

［26］ 
アクティブ・ラボを70回実施し、産学官連

携や共同研究の獲得に取り組んだ。 
共同研究等は件数・金額ともに低迷したが、

これまで産学官連携活動に積極的でなかった
教員が参加するなど、取り組みの底上げを行
った。 

 
成果指標 
・地域の企業・団体等との共同研究費・受託研
究費・教育研究奨励金の獲得状況(合計)(件、
千円) 

項目 R3実績 

件数 83 

金額 44,932 

［評価時の観点］  
コロナ禍の影響で、企業からの共同研究費

等の獲得が難しい状況であったことから、獲
得件数、金額ともに低調であった。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［27］ 
本学の専門分野の特性を生かして、

学部を越えた分野連携による新規性の
高い研究開発を積極的に推進する。 

 
（参考指標） 
・学部を越えた分野連携による研究状況
(件数、参加人数、成果等) 

［27］ 
学部を越えた研究分野の連携を推進

する上で有効な学内競争的資金制度が
構築できているかどうかの評価を行
い、必要に応じて改善を行う。 

［27］ 
学内競争的資金制度のうち、重点領域研究

は、学部学科の枠を越えた教員が協力して進
める課題に限定して採択するとともに、課題
ごとに研究期間終了後に獲得を目指す研究助
成金を定め、大型外部資金の獲得に繋げる方
向性を明確にした。また、制度の分析・評価
を継続し、論文成果数・外部資金獲得等への
有効性の可視化を進めることとした。 
県幹部に本学教員が研究や地域貢献活動を

発表し意見交換を行うスタディミーティング
では、県からの新規要望（EBPM対応：科学的
根拠に基づく政策立案）に関するテーマを設
定して実施した。 

 
（参考指標） 
・学部を越えた分野連携による研究状況 
 重点領域研究：7件 

研究課題名 

学士課程教育における看護学の学びの統

合のための教授方法開発 

重度心身障害児（者）における食事支援と

しての米麹甘酒の有効性 

協力の認知―メンタルヘルスからコミュ

ニケーション教育まで 

身体性メディアを活用したインタラクシ

ョン支援技術 

地域連携を基盤とした健康長寿の実現を

鑑みた包括的介入試験 

車いす介助者の負担軽減のための新規機

械式パワーアシストシステムの開発 

ユーザ・アジャスタブルな減災情報提供シ

ステムの検討 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

４ 研究に関する目標を達成するためとるべき措置 

（３）研究成果の還元に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［28］ 
地域の活性化や産業振興に貢献する

ため、地域ニーズの把握に努め、本学
の専門分野における知的資源の提供を
行うことにより、地域社会が抱える課
題への提言・助言を行うシンクタンク
的役割を果たす。 

 
（参考指標） 
・地域課題への研究成果の還元、政策課
題への提言・助言の実績 

・OPUフォーラム等における県内企業成
果展示件数 

・自治体等からの委員の委嘱件数 
・自治体等への講師派遣件数 

［28］ 
業種説明会及び岡山県立大学協力会

からの寄付講座を通じて地元企業の魅
力を学生に周知する。また、岡山県立
大学協力会の活動を軸として、交流会・
講習会等をコロナ禍における開催方法
を検討しながら継続して実施する。 

［28］ 
コロナ禍の影響を受け、OPUフォーラムはオ

ンラインで実施し県内企業から10件の展示が
あった。また、岡山県寄附講座「組込みシス
テム・AI」は基礎編・実践編を開催し、それ
ぞれ30名・21名の受講があった。 
企業による業種説明会もオンラインで実施

し、岡山県立大学協力会の業種説明会には47
社が出展し4日間で学生延べ176名が参加、シ
ステムエンジニアリング岡山の合同企業説明
会には19社が出展し学生52名が参加した。 
OPU協力会の寄附講座「技術者と社会」は24

名が履修するなど、企業との連携に寄与でき
た。 

 
（参考指標） 
・自治体等からの委員の委嘱件数 

岡山県：59件 
市町村：69件(うち県内65件) 
国・独立行政法人：10件 

・自治体等への講師派遣件数 
岡山県：10件 
市町村：15件(うち県内11件) 
国・独立行政法人：2件 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

５ 地域貢献に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）地域連携教育の充実に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［再掲：４］  
地域に愛着を持ち、その発展に寄与

する意欲・能力を育むため、COC+の一
環として設置した副専攻「岡山創生
学」の成果を継承し、さらなる地域連
携教育の充実・改善を図る。 

 
成果指標 
・就職した学生のうち、県内の事業所に
就職した学生の割合(％)（再掲：4） 

項目 現状(H29年度卒) 目標 

全学部
平均 

51.8 55.0 

 
（参考指標） 
・地域連携教育の実施状況(地域の学外関
係者による講座数を含む。)（再掲：４） 

［再掲：４］  
学部副専攻を「岡山創生学課程」と

「吉備の杜クリエイター課程」の2つ
で構成することに伴い、相互で密に連
携しながら、充実・改善した副専攻科
目の実施と検証を継続する。また、新
型コロナウイルス等の社会情勢に柔
軟に対応した実施方法の改善を図る。 

 
成果指標 
・就職した学生のうち、県内の事業所に
就職した学生の割合(％)（再掲：4） 

項目 R3目標 

全学部平均 53.5 
 

［再掲：４］  
副専攻「吉備の杜」は、感染予防対策を施し、

オンラインと対面の使い分けや併用をしなが
ら開講した。 
演習科目について担当者間で省察を行い、

次年度以降の改善に向けた検討を行った。 
地域創生推進士の認定要件の説明会を開く

など、認定者の確保に向けた広報を行った。 
地域創生推進士は34名を認定した。 

 
成果指標 
・就職した学生のうち、県内の事業所に就職した
学生の割合(％) 

項目 R3実績 

全学部平均 53.9 

（参考）地域創生推進士の県内就職率：71.4％ 

（参考指標） 
・地域連携教育の実施状況  
・副専攻科目の単位修得者数(人) 

科目名 人数 

社会連携要論 333 

地域創生演習 104 

地域資源論 356 

地域創生実践論 60 

地域インターンシップ 33 

エンジニアリング演習 25 

フードビジネス学 30 

チームガバナビリティ演習 34 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

地域保健福祉演習 15 

組込みシステム 115 

技術者と社会 21 

セキュリティ総論 78 

知的制御システム 59 

森林生態学・地盤工学 18 

森林・木材学演習 19 

木構造学・木構造デザイン 17 

［評価時の観点］  
副専攻「吉備の杜」による地域連携教育を充

実させるとともに、令和3年度卒業生の県内就
職率が53.9％と上昇し、目標を達成した。 

［29］ 
SDGs（持続可能な開発目標）の理念

を意識した地域連携教育に取り組み、
理念の普及と社会貢献活動を推進す
る。 

 
（参考指標） 
・地域住民等を対象とした各種講演・講
座等の開催状況(趣旨・回数・参加者数) 

［29］ 
「岡山創生学課程」に加え「吉備の

杜」創造戦略プロジェクトと連携しつ
つ、SDGsアクションプラン2020の地域
活性化、科学技術イノベーションに関
連する地域連携教育を県内自治体や
企業等とともに推進する。また、地域
住民等を対象とした、地域活性化の人
材育成に関する各種講演・講座等を実
施するとともに、コロナ禍においても
取組を継続させるための開催方法を
検討する。 

［29］ 
大学コンソーシアム岡山の地域貢献委員会

として、各自治体との講師派遣に関する協議
を行い、真庭市1件、赤磐市1件の講師派遣を実
施した。 
健康、運動、食育、子育て支援など講座等14

事業を実施予定であった「コミュニティキャ
ンパスおかやま」は、コロナ禍の影響により一
部の事業は中止となったが、感染症対策やオ
ンライン開催への変更も行いつつ開催し、オ
ンラインでの参加者も含めると計560名が参
加した。 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

５ 地域貢献に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）地域貢献活動の充実に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［30］ 
本学の教育研究資源を生かして地域

の課題解決に取り組むため、地域との
連携による協働事業を推進するととも
に、各種講演・講座やワークショップ
等のプログラムの充実を図る。 

 
（参考指標） 
・地域住民等を対象とした各種講演・講
座等の開催状況(趣旨・回数・参加者数)
（再掲：29） 

［30］ 
地域住民等を対象とした、地方創生

に資する各種講演・講座等を実施する。
また、地域のニーズを調査するととも
に、地方創生SDGs（持続可能なまちづ
くりや地域活性化）に関連したテーマ
や、コロナ禍においても取組を継続さ
せるための開催方法を検討する。 

［30］ 
「コミュニティキャンパスおかやま」事業

は、健康、運動、食育、まちづくりなど16事
業を、感染状況に配慮しながら実施した。ま
た「子育てカレッジ」事業は、9回の協働授業、
1回の保育講座、6回の意見交換会を実施し、
延べ131組の親子が参加した。 
連携自治体からの依頼に加え、その他の自

治体や団体からの相談にも対応し、中山間地
域活性化に資する事業を推進した。また総社
移住・創業サポートセンター（S-スタ）の開
所に伴い、各種協議を実施した。 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

６ グローバル化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［31］ 
国際交流の内容を精査し、今後に

向けた国際交流協定校等との交流の
あり方について検討を進め、必要に
応じて見直すなどにより、国際交流
協定校等との教育研究における交流
の充実を図る。 

 
（参考指標） 
・国際交流協定締結校との交流実績
(教育・研究) 

・(上記実績を踏まえた)国際交流協定
校等との交流内容の充実に向けた検
討・見直し状況 

［31］ 
国際交流協定締結校等とのオンラ

インでの交流も含めた教育・研究のグ
ローバル活動を各学部・研究科で積極
的に推進し、実践的な英語活用の場を
提供する支援体制を整える。 

［31］ 
令和３年度に入ってもコロナ禍の影響が続い

ており、海外での研修を行うことはできなかっ
たが、オンラインによる環境がさらに整備され
たことから、ウェビナー、オンライン海外インタ
ーンシップ、オンライン海外シンポジウム、オン
ライン英会話等を実施した。 
日本学生支援機構による留学支援制度～トビ

タテ！留学JAPAN 日本代表プログラム～に2名
の学生が採択され、カナダ及びドイツに留学し
た。 
 

（参考指標） 
・国際交流協定締結校等との交流実績 

・留学生受入 

出身 学部生 

大学院生 

博士前期 

・修士 

大学院生 

博士後期 

韓国 0 2 0 

中国 0 1 1 

台湾 0 0 0 

インドネシア 0 0 1 

ネパール 0 0 0 

マレーシア 1 0 0 

合計 1 3 2 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［32］ 
グローバル化に対応したコミュニ

ケーション能力を向上させるため、
英語による講義・演習の充実等、主
に実践的な英語力の修得を目指す教
育を推進する。 

 
成果指標 
・TOEIC平均点の1年次から2年次への
伸び幅(点) 

項目 
現状(H28入学生
の1年次→2年次) 

目標 

伸び幅 0.42 5.0 

※第3期中期計画の期間において経
過年度の平均値で評定 

(2年目以降にTOEIC上位得点者数等
に関する指標を設定) 
 

（参考指標） 
・英語による講義・演習の実施状況 

［32］ 
 語学学習における満足度を高める
方策やe-learning教材の評価と見直
しについて検討する。また、令和3年度
後期から導入する 1年生対象の
Advanced classを円滑に運用する。 

 
成果指標 
・TOEIC平均点の1年次から2年次への伸
び幅(点) 

項目 R3目標 

伸び幅 3.0 

・TOEIC 550点以上取得学生の1年次から
2年次への伸び幅(点)  

項目 R3目標 

伸び幅 0 
 

［32］ 
英語科目において、より習熟度の高い学生を

対象とした「Advanced class」を開設し、更なる
英語力の伸長に取り組んだ。 
本学オリジナル教材「Express Yourself」につ

いて、オンライン授業の継続を見据えた改訂を
進めた。 
2 年生対象のTOEIC L&R IPテストにおいては、

平均点が 1年次から 49.33 点上昇した他、1年次
550 点以上取得者の平均点も 68.24 点と大幅に
上昇した。 
 

成果指標 
・TOEIC平均点の1年次から2年次への伸び幅(点) 

項目 R3実績 

伸び幅 49.33 

・TOEIC 550点以上取得学生の1年次から2年次への
伸び幅(点)  

項目 R3実績 

伸び幅 68.24 

 
［評価時の観点］ 

より習熟度の高い学生を対象とした英語科目
の開設やオリジナル教材の改訂などを進め、
TOEIC L&R IPテストにおいて伸び幅が大幅に上
昇するなど、英語力の伸長が図られた。 
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第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）機動的かつ効率的な運営体制の構築に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［33］ 
法人運営に関する共有意識を高めることによ

り、教職員のより一層の運営への参加を促すと
ともに、理事長(学長)のリーダーシップの下、
内部統制システムの整備・強化により、業務の
適正な執行を行う。 

 
（参考指標） 
・法人運営に関する情報等の公表(及び共有意識
の向上に寄与する取組の実施)状況 

［33］ 
理事長（学長）のリーダーシップ

の下、教職一体となった執行部に
よる大学運営を引き続き推進して
いく。また、内部統制システムの維
持強化のため、各業務におけるリ
スクの識別及び分析を行う。 

［33］ 
既にチェック体制が整備済みであっ

た会計（経理）上のリスクに加え、法人
の研究業務のリスクの洗い出し、内部監
査（モニタリング）が実施でき、その結
果は良好であった。 
令和3年度入試における得点集計の誤

りに対し、直ちに学内に検証・再発防止
ワーキンググループを設置し、発生経
緯、原因を解明した上で、マニュアルの
見直しや、チェックリストの作成等、再
発防止に努めた。 

［34］ 
全学の運営組織体制を経営的な視点を持って不

断に検証し、見直すことにより効率的かつ効果的
に大学を運営する。 
 

（参考指標） 
・運営組織体制の見直し状況 

［34］ 
組織体制等の見直しに伴う人件

費等、収支に大きな影響を及ぼす
案件については、経営的視点で検
証し見直す。 

［34］ 
令和 3年度補正予算、令和 4年度当初

予算の状況を勘案しながら、第 3期中期
計画期間における収支見通しを随時更
新し、持続可能で安定的な財政運営が行
えるよう財務状況の検証を行った。 

［35］ 
教職相互が大学運営上の目標や課題を共有

し、教員と職員との協働性の向上を図りながら、
課題解決のための教職協働の仕組みづくりと運
用を進める。 

 
（参考指標） 
・学内外の研修への参加状況 

［35］ 
 事務局職員として必要な基礎や
専門的知識の習得のため、県や公
大協が実施する研修への参加を促
すとともに、その他学内で受講で
きる有益な研修の機会を提供する
ことで、職員の能力及び資質の向
上を図る。また、学内で実施するSD
研修等への積極的な参加を促し、
教職協働への意識の向上を図る。 

［35］ 
コロナ禍の影響を受けつつも、eラー

ニングセミナーの形式等も採り入れな
がら、現行の研修計画に基づき学内研修
を計 3回実施した（延べ 236 人受講）。
また、岡山県主催のプレステージ研修及
び公大協主催の研修はオンラインによ
る開催となったことから積極的な参加
を促し、延べ 39人が受講した。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

（参考指標） 
・学内外の研修への参加状況 
学内研修 
第1回事務職員研修：15人 
ハラスメント全体研修：209人 
ハラスメント相談員向け研修：12人 

公大協研修 
公立大学に関する基礎研修：2人 
公立大学の経営課題に関する研修会： 

(3回延べ)7人 
公立大学会計セミナー：6人 

［36］ 
法人職員に求められる能力開発のため、人材

育成方針を策定するとともに、専門性・企画立
案能力等の向上を目指した個人の業務に関する
目標管理・評価手法の見直しを行う。 

  また、法人の将来を担う優秀な人材確保のた
め、他大学等での実務経験や専門的な資格を有
する者の採用など、長期的な運営体制の構築を
念頭に置いた計画的な職員採用に取り組む。 

 
（参考指標） 
・法人職員の人材育成方針の作成と推進状況 

［36］ 
 法人職員の人材育成方針を踏ま
え、岡山県立大学職員研修計画に
基づく研修を実施する。また、事務
局職員が積極的に大学運営に参画
できるように、人件費抑制の観点
も踏まえながら、各センター等の
組織体制や事務局の組織体制の見
直しを検討する。 

［36］ 
職員研修については、研修計画に基づ

き、コロナ禍の影響や状況を鑑み、最適
で効果的な実施形態で実施した。 
人事評価制度の見直しとして、職員の

標準職務遂行能力を定めるとともに、人
事評価実施要綱を策定した。 

［37］ 
学内の情報伝達や情報共有を、ICT環境を活用

して機動的かつ効率的に行うことにより、意思
決定や業務改善の迅速化を図る。 

 
（参考指標） 
・ICT環境の整備・活用状況(情報セキュリティ対
策の整備状況を含む。) 

［37］ 
 ネットワークシステムの更新に
併せ、情報セキュリティのシステ
ム強化を図るとともに、学内から
提出された意見に基づき、情報発
信・共有についてのルールの見直
しを検討する。 

［37］ 
情報発信・共有ルールの見直しの前提

となる学内ネットワークの更新事業の
入札が前年度に続き再不調となったた
め、分割導入・更新を進め、部分的に更
新を行った。 

［評価時の観点］  
学内ネットワークの更新事業が完了

できず、情報発信・共有ルールの見直し
を行うことができなかった。 

 



36 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）地域に開かれた大学づくりの推進に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［38］  
市町村や県内企業等との連携を深め

るとともに、設立団体である県との間
で、地域課題の共有及び大学の発展と
課題解決に向けた連携方策や県の重点
施策に対応した大学の活用方策等を協
議・調整する連絡協議会の設置等、法
人の業務運営と県行政との連携を確保
する。 

 
（参考指標） 
・COC+の活動状況  
・県との連携状況及び課題共有・検討体
制の構築状況 

［38］  
「吉備の杜」創造戦略プロジェクト

を中心に、大学コンソーシアム岡山、市
町村及び企業等との連携、課題解決等
に引き続き取り組むとともに、県施策
推進連絡会議を活用する等、県と本学
の連携、課題共有を推進する。 

［38］ 
関係各所と連携により産業人材の養成に

向けた教育プログラム「吉備の杜クリエイタ
ー課程」及び「吉備の杜プロデューサー課程」
を開講し、社会人 48 人を含む 362 人の履修
があった。 
県幹部に本学教員が研究や地域貢献活動

を発表し意見交換を行うスタディミーティ
ングでは、県からの新規要望（EBPM対応：科
学的根拠に基づく政策立案）に関するテーマ
を設定して実施した。 
大学コンソーシアム岡山と協働し、真庭

市、赤磐市から要請のあったイベントに講師
の派遣を行った。 

［39］ 
UI(ユニバーシティ・アイデンティティ)

戦略本部を設置し、本学の特色を生か
した活動方針等を示したUI戦略を策
定・推進することによりブランド力向
上を図り、地(知)の拠点として地域に
開かれた大学づくりを積極的に進め
る。 

 
（参考指標） 
・UI戦略の策定・推進状況 
 

［39］ 
「吉備の杜」創造戦略プロジェクト

を基盤として、UI戦略本部において、地
域に開かれた大学をつくるため、広報
等有効な方策を推進する。 

［39］ 
大学のUI戦略の一環として広報素材とな

るキャンパスソングとオリジナルクッキー
を制作した。 
キャンパスソングは、本学学生を中心に作

詞作曲を行い、完成した楽曲を学位授与式で
披露した。 
クッキーは、地元企業と試作を重ね、学位

授与式で卒業者全員に贈呈した。今後は商品
化に向けて検討を進めることとした。 

［評価時の観点］  
学生や地元企業との協働でキャンパスソ

ング及びクッキーが完成し、今後のUI戦略の
推進に向けた取り組みが進んでいる。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［40］ 
雇用形態の多様化など社会変化に対

応するため、社会人の学び直しのため
のリカレント教育を推進し、内容の充
実を図る。 

［40］ 
 リカレント教育の定義を、オンライ
ン教育の可能性も含めて検討し直し、
ニーズ調査の実現を目指す。その際、本
学で実現可能なプログラムも具体的に
提案できるように検討する。 

［40］ 
副専攻「吉備の杜」の科目をオンラインで

開講するとともに事業協働機関から履修者
を募集し、県内16の企業・団体から48名（延
71名）の学外履修者があった。 
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第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置 

２ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）自己収入の増加に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［再掲：26］ 
企業・団体等との連携研究により、

産業界の発展に寄与する研究交流を充
実するため、共同研究費等の獲得に向
けた支援を行う。 

 
成果指標 
・地域の企業・団体等との共同研究費・
受託研究費・教育研究奨励金の獲得状
況(合計)(千円) 

項目 
現状(H24－H29

年度平均) 
目標 

金額 86,600 100,000 

※金額を到達基準とする 

［再掲：26］ 
アクティブ・ラボ、各種セミナー等

への参加状況と共同研究等の獲得状況
の分析結果から、産学連携に効果的な
本学シーズの発信方法等を検討し、実
施する。 

 
成果指標 
・地域の企業・団体等との共同研究費・
受託研究費・教育研究奨励金の獲得状
況(合計)(千円) 

項目 R3目標 

金額 85,000 

※金額を到達基準とする 

［再掲：26］ 
アクティブ・ラボを70回実施し、産学官連

携や共同研究の獲得に取り組んだ。 
共同研究等は件数・金額ともに低迷したが、

これまで産学官連携活動に積極的でなかった
教員が参加するなど、取り組みの底上げを行
った。 

成果指標 
・地域の企業・団体等との共同研究費・受託研究
費・教育研究奨励金の獲得状況(合計)(千円) 

項目 R3実績 

金額 44,932 

［評価時の観点］  
コロナ禍の影響で、企業からの共同研究費

等の獲得が難しい状況であったことから、獲
得件数、金額ともに低調であった。 

［41］ 
円滑かつ発展的な大学運営のため

に、外部研究資金等により自己収入増
を図る。 

 
成果指標 
・科学研究費補助金獲得額(千円) 

項目 
現状(H24－H29

年度平均) 
目標 

金額 84,111 85,000 

※第3期中期計画の期間において、経
過年度の平均値で評定 

［41］ 
 科学研究費の計画書作成勉強会、提
出前検討会等の申請支援活動の検証・
見直しを行い、獲得額の増加を図る。 

 
成果指標 
・科学研究費補助金獲得額(千円) 

項目 R3目標 

金額 83,000 

※第3期中期計画の期間において、経
過年度の平均値で評定 

［41］ 
科学研究費への申請を支援するため、計画

書作成勉強会・提出前検討会（外部業者によ
る添削）を開催しつつ、その内容の検証・見
直しを行い、申請数は68件と増加したが、採
択数は16件、獲得額は88,270千円と昨年と同
程度であった。 

成果指標 
・科学研究費補助金獲得額(千円) 

項目 R3実績 

金額 88,270 



 

39 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［評価時の観点］  
科学研究費の獲得支援に取り組み、獲得額

が88,270千円と目標を達成した。 
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第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置 

２ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）運営経費の見直しに関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［42］ 
各種事業について、費用対効果を踏

まえ、縮小・廃止を含めた事業見直し
を実施するとともに、重点及び新規事
業についても、実施後の効果検証を行
い、効果的・効率的な実施に努める。 
 

（参考指標） 
・事業の見直し状況(運営体制の改善等
を含む。)及び重点・新規事業の効果検
証の状況 

［42］ 
各種事業について、必要性、実績、費

用対効果等の検証を行い、縮小・廃止
を含めた事業見直しを行う。 

［42］ 
令和 4年度当初予算編成にあたって、令和

3 年度までの進捗状況を踏まえ、事業一つ一
つについて効果や効率性を見極めて、選択と
集中による歳出の重点化を進め、教育の質の
確保と地域貢献の推進を図りつつ、第 3期中
期計画期間における持続可能で安定的な財政
運営が行える予算編成を行った。 
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第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置 
３ 自己点検及び評価に関する目標を達成するためとるべき措置 
（１）評価の充実に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［43］ 
教育研究の質の充実を図るとともに、

教育研究活動の透明性を高めるため、大
学機関別認証評価を見据えた教育研究
に関する内部質保証体制を確立し、適切
かつ効率的な自己点検・評価を行う。 
 

（参考指標） 
・大学機関別認証評価に係る自己評価書
の作成・公表 

［43］ 
令和5年度受審の次期認証評価に向

け、学内の体制整備と学外からの情報
収集を行うとともに、教学マネジメン
トの更なる確立を目指す。 

［43］ 
3ポリシーの機関レベル、教育プログラム

レベル、授業科目レベルでの自己点検・評価
の手順を定めたアセスメントプランを公表
し、ロードマップに従い各ポリシーの達成度
評価・検証を進めた。 
オンライン授業による教育成果の検証、そ

の結果の公表を行い、オンデマンド教育につ
いては改善が確認できた。 
認証評価受審に向け、内部質保証体制改編

を進めるとともに、点検評価ポートフォリオ
（自己点検評価書）の作成に着手した。 
学部別外部評価を実施し、次年度以降の改

善点を整理した。 

［44］ 
現行及び平成33(2021)年度以降のデ

ィプロマ・ポリシー(卒業認定・学位授
与の方針)、カリキュラム・ポリシー(教
育課程の編成・実施の方針))及びアドミ
ッション・ポリシー(入学者受入れの方
針)の実施状況に関する指標に対応する
組織的な教育の自己点検・評価を着実に
実施するため、IR(インスティテューシ
ョナル・リサーチ)活動の充実を図る。 

［44］ 
統合された学部アンケート（入学

時・在学時・卒業時）の仕組みを大学
院にも適用し、さらに、教育満足度調
査をも取り込む本学の総合IRを導入
する。その上で、全学的な教学アセス
メントの方針に従い、教育開発センタ
ーの組織改革とともに、3ポリシーと
各種アンケートの連動接合を総合IR
の観点の下で見直し、検討する。 

［44］ 
アセスメントプランのロードマップに従

いIRデータの作成、公表を進めた。 
入学時・卒業時アンケートはアドミッショ

ン・ポリシー及びディプロマ・ポリシーの達
成度が評価できる形に見直した。また、カリ
キュラム・ポリシーが授業科目に適切に反映
されているかマップにより点検を行うとと
もに、シラバスの到達目標と成績評価基準の
書き方を全学的に修正した。 

［45］ 
教員の教育・研究・社会貢献・管理運

営の各業務に対する意欲・資質向上のた
め、教員の個人評価の運用に当たって
は、評価後の効果を見極めながら、より
効果的な評価制度となるよう指標等の
不断の見直しを行う。 

［45］ 
 教員の個人評価制度について、評価
方法の改善案を継続して検討し、教員
活動の一層の活性化を図る。 

［45］ 
教員個人評価について、改善の方向性を定

めるとともに、ワーキンググル－プの設置に
向け準備を進めるなど、具体的な検討を進め
るための体制を整えた。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

（参考指標） 
・教員評価の結果公表 
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第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置 

３ 自己点検及び評価に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）情報公開の推進に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［46］ 
教育研究活動や業務運営全般に係る学

内審議会・委員会の審議結果に加え、審
議過程の情報を積極的に公開する。 

［46］ 
令和3年度の役員会、教育研究審議会、

経営審議会、各委員会等に係る議事録を
公表する。 

［46］ 
教育研究審議会については9回分、役員

会及び経営審議会については4回分を、審
議過程の情報も含め公表した。 

［47］ 
地(知)の拠点として地域社会に開かれ

た大学づくりのため策定するUI戦略に基
づき、広報体制を強化するとともに、県
のみならず各種広報媒体への掲載協力を
得るなど、各種広報ツールを活用し、本
学の魅力について、より一層周知を図る。 

［47］ 
 入試・広報担当副学長を配置すること
で広報体制を強化するとともに、各種広
報ツールの特性を生かした戦略的な広
報活動を推進する。また、社会情勢やタ
ーゲットのニーズを意識し、特にデジタ
ルツールによる広報を強化する。 

［47］ 
デジタルツールによる広報の強化に向

けて、大学ホームページのリニューアル
を行い、上層ページのデザインと、導線の
わかりやすさを中心に改善を行ったが、
公開に向けた準備・確認の時間を確保す
るため、稼働は令和4年6月に延期となっ
た。 
ホームページ、SNS、新聞・雑誌掲載に

よる情報発信のほか、コロナ禍によるイ
ベントのオンライン化も活用してウェブ
での広報を積極的に行った。ホームペー
ジの年間訪問数は100万件余りと昨年度並
みの実績となった。 
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第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置 

４ その他業務運営に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）施設及び設備の適切な維持管理に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［48］ 
施設の老朽化等の安全管理に関する課

題解決のため、必要な改修・修繕を実施
するとともに、学生のみならず教職員が
安心して学び働ける快適な環境を確保す
るため、教室・執務室をはじめ、空調や
衛生設備の充実、運用時間等の見直しを
図る。 

［48］ 
平成30年度に定めた中期修繕計画（令

和元年度～令和9年度）に基づき、高圧受
変電設備整備を実施するとともに適宜、
計画の見直しを行う。 

［48］ 
岡山県から大規模修繕補助金を受けて

高圧受変電設備等、新型コロナ関連の補
助金を受けて空調設備の更新を行った。 
また、令和 4 年度の大規模修繕の補助

金 3件が内定した。 
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第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置 

４ その他業務運営に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）安全・安心な教育研究環境の確保に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［49］ 
学内全体での危機管理・安全衛生の

強化並びに人権擁護及び法令遵守の
意識の共有を図り、研究者倫理遵守や
各種ハラスメントなどの人権侵害防
止等に努めるとともに、不測の事態に
適切に対応できるよう責任体制の明
確化と想定訓練の実施などに組織的
に取り組む。 
 

成果指標 
・危機管理対応マニュアルの作成・試行
運用の状況 

［49］ 
危機管理ガイドラインに沿った危

機管理対応マニュアルを作成し、試
行する。特に、ハラスメント防止対
策については、各部局が主体となり、
迅速かつ適切に対応して問題解決が
図られる体制づくりを検討する。 
 

成果指標 
・危機管理対応マニュアルの作成・試
行運用の状況 

［49］ 
新型コロナウイルス対策や学生の安全に対

し、全学として取り組み、「新型コロナウイルス
感染症対応マニュアル」の周知、活用、改正を行
った。また、各学部において安全の手引きを作成
することとした。 
R3年度入試における得点集計の誤りに対し、

直ちに学内に検証・再発防止ワーキンググルー
プを設置し、発生経緯、原因を解明した上で、入
試業務マニュアルの見直しや、チェックリスト
の作成等、再発防止に努めた。 

 
成果指標 
・危機管理対応マニュアルの作成・試行運用の状況 

新型コロナウイルス感染症対応マニュアルの
周知、活用、改正 
各学部安全の手引きの作成準備 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［50］ 
災害や事故等に適切かつ迅速に対

応することができるよう、学生や教職
員に対する教育や研修・訓練を推進す
るとともに、安全管理及び災害等を想
定した防災体制の充実を図る。 

 
成果指標 
・災害対応マニュアルの作成並びに学生
及び教職員への周知 

 
（参考指標） 
・防災に関する研修・訓練の実施状況 

［50］ 
 危機管理ガイドラインに対応した
災害対応マニュアルを作成し、学生
や教職員への周知を図るとともに見
直しを行う。 

 
成果指標 
・災害対応マニュアルの作成 

［50］ 
自然災害(地震、風水害、火災)対応マニュアル

素案の成案化を進めるとともに、大地震及びそ
の後の火災を想定した防火・防災訓練を実施し
た。 

 
成果指標 
・災害対応マニュアルの作成 

自然災害(地震、風水害、火災)対応マニュア
ル素案の成案化 

（参考指標） 
・防災に関する研修・訓練の実施状況 

大地震及びその後の火災を想定した防火・防
災訓練：1回 

 



第４　財務情報（主要データの推移）

 １　貸借対照表 （単位：千円）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

資産 11,273,391 10,864,817 10,269,885 10,215,719 10,277,266 10,003,838

10,446,845 10,082,990 9,562,485 9,255,359 9,129,581 8,715,158

826,546 781,828 707,401 960,360 1,147,685 1,288,680

負債 2,552,772 2,631,716 2,384,676 2,187,815 2,367,272 2,357,462

1,950,732 1,968,173 1,928,778 1,862,336 1,816,977 1,811,759

602,040 663,542 455,898 325,478 550,295 545,702

純資産 8,720,619 8,233,102 7,885,209 8,027,905 7,909,994 7,646,376

12,091,633 12,091,633 12,091,633 12,091,633 12,091,633 12,091,633

資本剰余金 △ 4,123,384 △ 4,309,983 △ 4,587,321 △ 4,717,379 △ 4,891,442 △ 5,194,155

うち損益外減価償却累計額（△） △ 4,386,163 △ 4,581,442 △ 4,778,401 △ 4,976,903 △ 5,179,272 △ 5,382,812

うち損益外減損損失累計額（△） － － △ 150,371 △ 150,371 △ 150,371 △ 273,398

利益剰余金 752,370 451,452 380,897 653,651 709,802 748,898

前中期目標期間繰越積立金 739,588 439,936 161,316 380,897 380,897 380,897

教育研究及び業務運営充実積立金 1,558 － － － 272,754 328,905

積立金 － － － － － －

当期未処分利益 11,223 11,516 219,582 272,754 56,152 39,095

11,273,391 10,864,817 10,269,885 10,215,719 10,277,266 10,003,838

注　金額は千円未満を四捨五入しています。そのため、表中で合計が一致しない場合があります。

資本金

区　　分

固定資産

流動資産

固定負債

流動負債

負債純資産合計
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 ２　損益計算書 （単位：千円）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

経常費用 3,553,458 3,621,888 3,591,366 3,394,426 3,527,727 3,456,170

3,222,142 3,300,506 3,272,837 3,038,210 3,165,701 3,102,811

教育経費 639,363 622,609 599,298 575,773 624,627 596,275

研究経費 231,299 204,161 194,298 169,005 158,345 172,127

教育研究支援経費 44,754 38,815 37,195 48,280 36,076 36,283

受託研究費 46,826 35,580 37,937 33,228 30,535 11,181

共同研究費 19,264 18,691 14,725 18,722 16,266 22,039

受託事業費 1,518 1,105 1,705 10,807 10,898 10,107

役員人件費 32,157 40,691 85,170 32,796 32,834 31,043

教員人件費 1,743,238 1,872,284 1,824,971 1,683,274 1,782,314 1,718,954

職員人件費 463,724 466,568 477,538 466,325 473,806 504,801

一般管理費 330,673 321,032 318,439 356,184 362,005 353,310

その他 643 349 91 33 21 48

経常収益 3,315,734 3,320,970 3,366,237 3,667,180 3,587,241 3,495,265

1,858,643 1,932,943 1,972,405 2,255,204 2,087,476 2,045,870

966,077 957,416 942,764 958,000 946,240 934,536

114,981 108,570 117,077 105,365 107,968 110,741

44,152 50,527 50,570 48,555 50,925 48,079

51,387 38,750 44,135 40,947 36,491 13,623

（国又は地方公共団体） 8,364 2,080 4,140 991 2,387 2,220

（国又は地方公共団体以外） 43,023 36,670 39,995 39,956 34,104 11,402

24,162 23,206 18,889 20,209 16,997 14,922

（国又は地方公共団体） 560 391 700 1,070 798 818

（国又は地方公共団体以外） 23,602 22,815 18,189 19,139 16,199 14,103

550 320 560 10,731 11,013 10,424

（国又は地方公共団体） 550 320 260 10,731 11,013 9,888

（国又は地方公共団体以外） -            -            300 -            -            535

47,548 49,049 39,590 29,720 129,932 116,373

24,939 23,984 25,498 23,648 24,942 26,595

35,717 500 1,968 35,981 49,878 46,461

資産見返負債戻入 95,482 85,791 86,517 92,358 77,688 81,322

52,095 49,913 66,263 46,462 47,691 46,319

経常利益（又は経常損失（△）） △ 237,724 △ 300,918 △ 225,129 272,754 59,514 39,095

臨時損失 576 -            62,176 0 3,363 356

臨時利益 576 -            216,750 -            -            356

当期純利益（又は当期純損失（△）） △ 237,724 △ 300,918 △ 70,554 272,754 56,152 39,095

目的積立金取崩額 248,947 312,434 290,136 -            -            -            

当期総利益 11,223 11,516 219,582 272,754 56,152 39,095

注　金額は千円未満を四捨五入しています。そのため、表中で合計が一致しない場合があります。

寄附金収益

区　　分

業務費

運営費交付金収益

授業料収入

入学金収入

検定料収入

受託研究費収入

受託事業等収入

補助金等収益

共同研究費収入

施設費収益

その他



 ３　キャッシュフロー計算書 （単位：千円）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 159,537 △ 89,584 △ 199,492 115,275 245,114 48,325

投資活動によるキャッシュ・フロー 83,621 57,852 130,854 174,472 16,597 48,399

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 17,766 △ 18,105 △ 11,381 △ 1,017 △ 1,017 △ 1,017

資金増加額（又は資金減少額（△）） △ 93,682 △ 49,837 △ 80,019 288,730 260,693 95,706

資金期首残高 634,938 541,256 491,419 411,400 700,130 960,823

資金期末残高 541,256 491,419 411,400 700,130 960,823 1,056,529

注　金額は千円未満を四捨五入しています。そのため、表中で合計が一致しない場合があります。

 ４　行政サービス実施コスト計算書 （単位：千円）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

行政サービス実施コスト 2,555,060 2,560,263 2,627,149 2,383,082 2,455,442 2,598,001

2,261,664 2,353,941 2,371,515 2,147,850 2,288,777 2,255,674

損益計算書上の費用 3,554,034 3,621,888 3,653,542 3,394,426 3,531,090 3,456,526

自己収入等 △ 1,292,370 △ 1,267,947 △ 1,282,027 △ 1,246,576 △ 1,242,313 △ 1,200,852

損益外減価償却相当額 192,256 195,279 196,959 198,502 202,369 203,540

損益外減損損失相当額 -            -            150,371 -            -            123,027

引当外賞与増加見積額 4,685 5,988 △ 896 2,441 △ 2,677 △ 4,724

引当外退職給付増加見積額 91,233 1,511 △ 90,800 33,917 △ 41,772 5,681

機会費用 5,222 3,544 -            372 8,745 14,803

注　金額は千円未満を四捨五入しています。そのため、表中で合計が一致しない場合があります。

区　　分

区　　分

業務費用
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第５ 令和３年度財務諸表の要約 

 

（１）貸借対照表関係 

 （資産合計） 

令和３度末現在の資産合計は、前年度比 273,428 千円（2.7％）減の 10,003,838 千円となっている。  

主な減少要因としては、総社宿舎及び西辛川宿舎の減損を認識したことによる減損損失 123,027 千円を計上したこと、未収入金が前年度比

51,964 千円（67.1%）減の 25,504 千円となったことが挙げられる。 

 （負債合計） 

     令和３年度末現在の負債合計は、前年度比 9,810 千円（0.4％）減の 2,357,462 千円となっている。 

   主な減少要因としては、未払金が前年度比 11,415 千円（2.8％）減の 398,344 千円となったことが挙げられる。 

  （純資産合計） 

      令和３年度末現在の純資産合計は、前年度比 263,618 千円（3.3％）減の 7,646,376 千円となっている。 

    主な減少要因としては、県出資財産の減価償却累計額及び減損損失累計額の増加により資本剰余金が前年度比 302,713 千円（6.2％）減の△

5,194,155 千円になったことが挙げられる。 

 

（２）損益計算書関係 

 （経常費用） 

      令和３年度の経常費用は、前年度比 71,557 千円（2.0％）減の 3,456,170 千円となっている。 

    主な減少要因としては、授業料減免額の減少により奨学費が減少したこと等により教育経費が前年度比 28,352 千円（4.5％）減の 596,275

千円となったこと、退職手当支給額の減少等により教員人件費が前年度比 63,360 千円（3.6％）減の 1,718,954 千円となったことが挙げられ

る。 

 （経常収益） 

      令和３年度の経常収益は、前年度比 91,976 千円（2.6％）減の 3,495,265 千円となっている。 

   主な減少要因としては、令和２年度給与改定に伴う運営費交付金の減少及び固定資産取得に伴う資産見返運営費交付金等への振替額の増加

などにより運営費交付金収益が前年度比 41,606 千円（2.0％）減の 2,045,870 千円となったこと、受託研究収益が前年度比 22,868 千円（62.7%）

減の 13,623 千円となったことが挙げられる。 
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（当期総利益） 

   上記経常損益の状況から、令和３年度の経常利益は、前年度比 20,419 千円（34.3％）減の 39,095 千円となっている。当期総利益は、前年

度比 17,057 千円（30.4％）減の 39,095 千円となっている。 

なお、目的積立金の取崩しはなかった。 

 

（３）キャッシュ・フロー計算書関係 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

      令和３年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、前年度比 196,789 千円（80.3％）減の 48,325 千円となっている。 

     主な減少要因としては、原材料、商品又はサービスの購入による支出が前年度比 57,589 千円（9.1%）増の△693,530 千円となったこと、 

人件費支出が前年度比 155,063 千円（7.2％）増の△2,313,684 千円となったことが挙げられる。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

      令和３年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、前年度比 31,802 千円（191.6％）増の 48,399 千円となっている。 

     主な増加要因としては、有形固定資産の取得による支出が前年度比 24,290 千円（32.2％）減の△51,104 千円となったこと、施設費による

収入が前年度比 13,100 千円（14.2％）増の 105,093 千円となったことが挙げられる。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

      令和３年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、前年度と変わらず△1,017 千円となっている。 

 （資金期末残高） 

   資金期末残高は、1,056,529 千円となっており、昨年度末残高より 95,706 千円（10.0％）増加している。 

  

（４）行政サービス実施コスト計算書 

 （行政サービス実施コスト） 

      令和３年度の行政サービス実施コストは、前年度比 142,559 千円（5.8％）増の 2,598,001 千円となっている。 

    主な増加要因としては、総社宿舎及び西辛川宿舎の減損を認識したことによる損益外減損損失相当額として 123,027 千円を計上したことが

挙げられる。 
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第６ 予算、収支計画及び資金計画 

１ 予算 

                                       （単位：百万円） 

区      分 予算額 決算額 
差 額 

(決算－予算) 

 

  収入 

    運営費交付金 

  補助金 

  自己収入 

   授業料及び入学金検定料収入 

      雑収入 

  受託研究等収入及び寄附金収入 

  目的積立金取崩 

 

              計 

 

 

 

２，１１３ 

２００ 

１，０４９ 

１，００５ 

４４ 

１０９ 

６５ 

 

３，５３６ 

 

 

２，１１３ 

１９０ 

１，０５８ 

１，０１３ 

４５ 

５８ 

- 

 

３，４１９ 

 

 

 

０ 

△１０ 

９ 

８ 

１ 

△５１ 

△６５ 

 

△１１７ 

 

 支出 

  教育研究経費 

  人件費 

  一般管理費 

  受託研究等経費及び寄附金事業費等 

施設費 

 

       計 

 

 

 

８２９ 

２，２００ 

３５７ 

１０９ 

４１ 

 

３，５３６ 

 

 

７３０ 

２，１５７ 

３４７ 

６０ 

７０ 

 

３，３６４ 

 

 

△９９ 

△４３ 

△１０ 

△４９ 

２９ 

 

△１７２ 

 

 

 

 

２ 収支計画 

                                     （単位:百万円） 

区      分 予算額 決算額 
差 額 

（決算－予算） 

費用の部 
 経常費用 
  業務費 

   教育研究経費 
   受託研究等経費 
   役員人件費 

   教員人件費 
   職員人件費 
  一般管理費 

財務費用 
  雑損 
  減価償却費 
  

収入の部 
 経常収益 
  運営費交付金収益 

  授業料収益 
  入学金収益 
  検定料収益 

    受託研究等収益 
  補助金収益 
  財務収益 

  雑益 
    資産見返負債戻入 
   資産見返運営費交付金等戻入 

   資産見返寄附金戻入 
資産見返補助金戻入  

   資産見返物品受贈額戻入 
  

経常利益 
 
臨時損失 
臨時利益 
 

純利益 
   
目的積立金取崩額 
 
総利益 

３，６２４ 
３，６２４ 
３，２１１ 

８７０ 
８２ 
３３ 

１，７２２ 
５０４ 
３３４ 

－ 
－ 

７９ 
 

３，５５９ 
３，５５９ 
２，０６９ 

９３９ 
１０３ 

５０ 

１０９ 
１６７ 

－ 

４４ 
７８ 
５１ 

１２ 
１ 

１４ 
 

△６５ 
 

－ 
－ 

 
△６５ 

 
６５ 

 
－ 

３，４５６ 
３，４５６ 
３，０４０ 

７５２ 
３３ 
３１ 

１，７１９ 
５０５ 
３２８ 

０ 
０ 

８８ 
 

３，４９５ 
３，４９５ 
２，０４６ 

９３４ 
１１１ 

４８ 

６６ 
１６３ 

０ 

４６ 
８１ 
４６ 

２０ 
１ 

１４ 
 

３９ 
 

０ 
０ 

 
３９ 

 
－ 

 
３９ 

△１６８ 
△１６８ 
△１７１ 

△１１８ 
△４９ 

△２ 

△３ 
１ 

△６ 

０ 
０ 
９ 

 
△６４ 
△６４ 
△２３ 

△５ 
８ 

△２ 

△４３ 
△４ 

０ 

２ 
３ 

△５ 

８ 
０ 
０ 

 
１０４ 

 
０ 
０ 

 
１０４ 

 
△６５ 

 
３９ 
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３ 資金計画 

                                         （単位:百万円） 

区      分 予算額 決算額 
差 額 

(決算－予算） 

 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 翌年度への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及び入学金検定料による収入 

  受託研究等収入 

  補助金収入 

    その他の収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

 前年度からの繰越金 

 

 

４，２４４ 

３，４５７ 

７８ 

１ 

７０８ 

 

４，２４４ 

３，４３０ 

２，１１３ 

１，００５ 

１０９ 

１５９ 

４４ 

４１ 

－ 

７７３ 

 

 

４，４１９ 

３，３０５ 

５７ 

１ 

１，０５６ 

 

４，４１９ 

３，３５３ 

２，１１３ 

１，００２ 

６１ 

１３２ 

４５ 

１０５ 

－ 

９６１ 

 

１７５ 

△１５２ 

△２１ 

０ 

３４８ 

 

１７５ 

△７７ 

０ 

△３ 

△４８ 

△２７ 

１ 

６４ 

－ 

１８８ 
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第７ 短期借入金の限度額 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

短期借入金の限度額 
 
限度額  ３億円 

短期借入金の限度額 
 

限度額  ３億円 
 

該当なし 

 

 

第８ 剰余金の使途 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

決算において剰余金が発生した場
合は、教育研究の質の向上及び組織運
営の改善に充てる。 

決算において剰余金が発生した場
合は、教育研究の質の向上及び組織運
営の改善に充てる。 
 

令和２年度決算剰余金56,152千円を教育研
究の向上及び組織運営の改善積立基金に積み
立てた。 

 

 

第９ 重要な財産の譲渡等に関する計画 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

な し な し 
 

な し 
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第10 その他規則で定める事項 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

1 施設及び設備に関する計画 
個別施設計画に基づき、第3期中

期計画期間中に行う。 
 

 

2 中期目標の期間を超える債務負担 
なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3 地方独立行政法人法第40条第4項の
規定により業務の財源に充てること
ができる積立金の使途 

教育研究の質の向上及び組織運営
の改善に充てる。 

 
4 その他法人の業務運営に関し必要な
事項 

なし 

1 施設及び設備に関する計画 
個別施設計画に基づき、第3期中期計画期間中に行う。 

 

 

 

2 中期目標の期間を超える債務負担 

〇学内ネットワークシステム更新事業 

 ・事業総額：382 百万円 

 ・事業期間：令和 2年度～令和 8年度（7年間） 

                                     （単位：百万円） 

年度 R2 R3 R4 R5 R6 
中期目標 

期間小計 
次期以降

事 業 費 
総事

業費 

債務 

負担額 
0 38 76 76 76 267 115 382 

（注）金額の端数処理は、年度毎に四捨五入を行っているため、

中期目標期間小計と一致しない。 
 
3 地方独立行政法人法第40条第4項の規定により業務の財源に
充てることができる積立金の使途 

教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 
 

 
 
4 その他法人の業務運営に関し必要な事項 

なし 

1 大規模修繕を2件実施した。 
・高圧受変電設備更新 
・空調設備更新 

 
 
2 学内ネットワークシステム
更新事業 

（単位：百万円） 

年度 R2 R3 

支出額 0 35 

 
 
 
 
 
 
 

3 該当なし 
 
 
 
 
 
4 該当なし 
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